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エネルギー問題 と温故 知新

理事・システム総合研究所理事長 椹 木 義 一

o

()

昨今のエネルギー問題 を 論ず るのに,安 全問題 を避 けて通 ることはできない。

LNG基 地や 原子力発電所の例 をひ くまで もないであろ う。 エネルギー にかかわ

る安全問題には安全対策上の テクニカル な問題 と安全問題 に関係する人々の合意

形成問題の二つの側面がある。

さて,安 全対策の基本は,失 敗 を繰 り返 さない とい うことに尽 きる。過去の不

幸な出来事は貴重な遺産 であ り,そ こか ら最大限の教訓 を学ばねばならない。 一

っの災害が もた らす事故警戒心理 の半減期は,長 くて3年 といわれる。 この3年

を10年,50年 とするには,過 去の遺産をデー タベース とい う器の中に保存 し,時

々その中味をのぞいて見る必要がある。衆知の文献検索 システムと同様,簡 単なキ

ー ワー ド操作 により,貴 重な遺産 を種 々の観点から引き出すわけである。 この安

全情 報システムの使用により,人 々は リスクを実感することができる。 これを更

に促進するには,生 々しい事故の現場写真な どの検索 も有用であろ う。 人々は過

去の不幸な因果関係について知 ることができ,そ の再発 を防止することがで きる。

しか しながら,デ ー タベー スの作成 と単なる使用だけでは十分でない。 そこか

ら得 られ る教訓を整理 し,空 白を補 って,生 物の階層構造 に似た,壮 大なチ ェッ

ク リス トの体系をつ くる必要がある。この体系の頂点には,例 えば 「GoodEner-

gySystem」 のような大 目標が位置 し,こ れが複数個の小 目標へ と多段的に展開

され る。 チ ェック リス トの底辺部には,「 ハー ドウェアの保守」や 「ヒューマン

・エラーの防止」 等の具体的 目標が配置 される。 このよ うな知識の体系は,安 全

対策上重要であるばか りでな く,エ ネルギー問題 について 人々の合意 を形成 する

上で不可欠である。 つま り,エ ネルギー問題 を論ずる上での,共 通の土俵 を人々

に提供す る。 最近,散 見 され る色々な摩擦は,こ のような共通の場 の欠如による

ところが多いように思われる。

事故の因果関係デー タベー スにしろ,チ ェックリス トにしろ,こ こで夢物語を

のべたのではない。実際,米 国のSystemSafetyDevelopmentCenterに おいて

は,10年 来 この種 の研 究が続け られてお り,チ ェック リス トの体系はMORT

(ManagementOversightRiskTree)の 名で広 く実用化 されている。 今後,我

国におけるこの方面の研究を望むこと切なるものがあ る。

(さ わ らぎ よしかず)

り
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昭和55年 度 予算 にみ るエ ネルギー技術 開発 の

重点

大 滝 克 彦

1.総 合エネルギー政策の確立

1)総 合エネルギー政策の三つの方向

わが国は,現 在,エ ネルギー供給量の75%

を石油に依存しており,し かも,ほ ぼその全

量を海外からの輸入にたよっている。

昨年のイラン政変による原油輸出の停止,

OPECに よる石油価格の相次ぐ引上げなど

の動きは,前回のオイルショックに引き続き,

わが国の過度に石油に依存するエネルギー構

造の脆さを,再 び我々に見せつけたが,こ う

いった国際的な石油情勢の緊迫化は,決 して

一一過性のものではな く,1980年 代半ば以降に

は,慢 性化すると考えられている本格的な石

油需給の逼迫化の前兆であると,考 えなけれ

ばな らない。

このような中長期的な石油需給の逼迫化の

状況の下で,わ が国の安定的な経済成長 と国

民生活の向上を図っていくためには,そ の活

動の基礎 となるエネルギーを安定的に確保す

ることが必要であり,そ のための総合的なエ

ネルギー政策の推進が不可欠となっている。

通産省資源エネルギー庁では,こ ういった

最近の石油事情,あ るいは中長期的な国際エ

ネルギー情勢,さ らに東京サミット等での国

際的な石油輸入上限量の設定,省 エネルギー

の強化 といった点を考慮 し,昨 年8月 にわが

国の長期エネルギー需給暫定見通 しを発表 し

た。さらにこれに引き続き昭和55年 度から石

油への依存度の軽減 を目的 とした石油に代 る

エネルギー(石油代替エネルギー)の 開発及び

導入の促進のための諸施策の抜本的な拡充 を

第一に,こ れ と合わせ今後なおエネルギー供

給のうちの多くを占める石油の安定供給の確

保 と,エ ネルギー全体の消費の節約を図る省

エネルギーの強化,と い う三つの主要な政策

を総合的に推進する新 しくより強力な総合エ

ネルギー政策 をスター トさせることとした。

2)石 油代替エネルギー政策の概要

昨年6月 の東京サ ミットあるいはその後の

IEA閣 僚会議などにおいて,先 進主要国は

将来の石油輸入量の上限の設定に合意 し,わ

が国も55年の輸入量 を540万B/D(年 間3億1

千万k4),60年 を630万B/D(年 間3億7千 万

kの 以内に抑えることになった。また,先 に

述べたように中長期的に国際的な石油需給は

逼迫化傾向にあり,さ らに先進国中わが国ほ

ど輸入石油依存度の高い国はな く,石 油が政

治的な商品となりつつある現在,わ が国はエ

ネルギーの確保の点で極めて弱い立場に立た

されている。
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こういった事情から,わ が国としては将来

見込 まれるエネルギー需要の増加の多 くの部

分を石油以外のエネルギー資源によって賄 う

ことが必要不可決 とな り,したがって原子力,

石炭,LNG,水 力,地 熱,太 陽熱などの石

油代替エネルギーの開発及び導入が従来にも

増 して重要 となってきた。このため,以 下の

ような石油代替エネルギー政策の抜本的強化

と,そ の推進を図 ることとしたものである。

(1)財 源の確保 と特別会計制度の拡充

今後の石油代替エネルギーの開発および導

入に関する施策の実施については巨額の政府

資金が必要であり,こ のため電源開発促進税

の税率引上げ(55年5月1日 以降30銭/kWh

(現行8.5銭/kWh)に 引上げる)を 行 うとと

もに,増 収が見込 まれる石油税の使途拡大に

より,所 要財源の確保を図る。

また,こ れと同時に既存の特別会計制度の

拡充強化を行い,石 油代替エネルギー対策の

予算措置の枠組みを確立する。具体的には,

電源開発促進対策特別会計に,石 油代替エネ

ルギーを発電に用いるための施策を実施する

ための 「電源多様化勘定」を設けるとともに,

石炭および石油対策特別会計の 「石油勘定」

に関 し,石 油対策 と合わせ石油代替エネルギ

ー対策(電 源多様化対策に係 るものを除 く)

全般を行いうるよう制度の拡充を行 うことと

する。

なお,以 上の両勘定に含 まれる55年度の石

油代替エネルギー対策予算の規模は1,176億

円である。

(2)石 油代替エネルギーの開発及び導入の

促進に関する法律の制定

石油代替エネルギーの開発及び導入を総合

的に進めるために必要な法制の整備を図るこ

ととし,今 通常国会に,「 石油代替エネルギ

ーの開発及び導入の促進に関する法律案」 を

提出している。

(同法律案の内容)

④ 通商産業大臣は,総 合的なエネルギーの

供給の確保の見地から,石 油代替エネルギ

ーの供給目標 を
,閣 議決定を経 て,定 め,

公表するものとする。

◎ 通商産業大臣は,石 油代替エネルギーの

導入について,事 業者の指針を定め,こ の

指針に定める事項について,通 商産業大臣

及び事業所管大臣は事業者に対 し,指 導,

助言を行うものとする。

⑳ 石油代替エネルギーの開発のための中核

的椎進体 として,新 エネルギー総合開発機

構を設立する。

(3)新 エネルギー総合開発機構の設立

石油代替エネルギーの開発等の促進のため

に必要な業務を総合的に行 うことを目的とす

る新エネルギー総合開発機構(以 下「新機構」

という)を 設立する。

④ 新機構の主要業務

o石 炭,地 熱,太 陽エネルギー関係の大型

技術開発

O地 熱開発促進のための,調 査,債 務保証

○海外炭の探鉱開発のための融資,債 務保

証等

◎ 新機構の概要

○発足は,55年10月1日 を予定。

○新エネルギー総合開発機構の設立ととも

に石炭鉱業合理化事業団を廃止 し,そ の

業務は新機構に 引 き継 がせることとす

る。

○合理化部門を加えた新機構の総人員は,

337名 を予定。

(4)金 融上,税 制上の措置

一3
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口 金融上の措置 としては,日 本開発銀行の資

源モネルギー枠中原子力に使用済核燃料再処

理を,エ ネルギー多様化にLNG転 換融資を

新規に追加するとともに,一 般産業における

石油代替エネルギー利用促進(石 炭転換,産

業用LNG導 入,コ ールセンター)融 資制度

を創設する。

ま.た,税制上の措置としては石炭燃焼設備,

地熱発電設備,水 力発電設備を新設 した場合

に,初 年度%の 特別償却を認める制度を創設

す る 。

(5)主 要施策の内容(特 別会計関連)

④ 内外石油代替エネルギー資源の開発促進

○海外炭探鉱開発の促進
147億 円

(43億 円)

探鉱開発のリスクの軽減 と必要な資

金の円滑な供給を行 うため,新 機構

から70%の 探鉱融資,開 発債務保証

等の助成を行 う。

○水力開発の促進'(22億 円)

初期の資金負担を軽減するため,公

営,自 家発水力開発補助等の助成を

行 う。.

○地熱開発の促進 (82億 円)

新機構において地熱開発促進調査を

行 うとともに,開 発 リスクの軽減を

図るため,開 発債務保証,調 査井掘

削費補助等の助成を行 う。

◎ 産業部門における石油代替エネルギーの

導入促進162億 円

○燃料転換 (38億 円)

一般産業における石油代替エネルギ

ーの利用の促進を図るため,日 本開

発銀行から石炭転換,産 業用LNG

導入,コ ールセンター建設促進のた
めの長期低利(5%)融 資を行 うこ

ととし,こ れに必要な開銀への貸付

を行 う。

⑤

㊥

○石炭火力発電所等の促進

(123億 円)

石炭火力発電所建設補助,ば い煙乾

式脱硫技術実証試験,石 炭灰の処理

センターの立地予備調査等を行う。

ソーラーシステムの普及促進

(53億 円)

公的施設に対する設置補助(施補助,

対象施設数150件)を 行 うとともに,

民間住宅及び事業用施設に対する低

利融資(住 宅一5.5%,事 業用一6.5

%)の ための基金造成補助を行う。

原子力の開発利用の推進

○安全対策

451億 円

(25億 円)

原子力発電の安全性の確保及び信頼

性の向上を図るため,原 子力安全解

析コー ドの改良,原 子力発電支援シ

ステムの開発を行う。

○核燃料サイクルの確立

(29億 円)

整合性のとれた核燃料サイクルの確

立を図るため,化 学法ウラン濃縮技

術,第 二再処理工場関連技術確証調

査を行う。

OFBR原 型炉 「もんじゅ」の建設等

(397億 円)

鶴 野 速増魍 等の研騨 〕

㊧ 石油代替エネルギー関係技術開発の推進

○石炭

327億 円

(184億 円)

短中期の実用化が期待されるCOM,

流動床燃焼技術開発の推進を図ると

ともに,石 炭液化技術について米国

との協同プロジェク トであるEDS

およびSRC一 皿の推進並びにサン

シャイン計画による液化 ・ガス化プ
ロジェク トの加速的推進を図る。

4一



「)n

)0

○地熱(30億 円)

地熱探査技術の検証調査,全 国規模

の地熱賦存状況の総合調 査 等 を行

う。

○太陽(77億 円)

太陽電池の利用拡大のための太陽光

発電技術開発及び太陽熱発電プラン

トの建設を行 う。

○技術実用化補助等

(36億 円)

民間企業が行 う石油代替エネルギー

関係技術開発の%補 助,廃 熱利用技

術システムの研究開発を行 う。

㊦ その他(36億 円)

新機構への設立出資金,事 務費等交

付金予備費等

研究管理 を行 うことにより,一 日も早 く実用

化 しうる技術 として確立することをねらいと

した新エネルギー総合開発機構の設立へと結

実 したといっても過言ではない。

合 計 1,176億 円

3)石 油代替エネルギー技術開発

このように 石油代替 エネルギー の 開発面

(技術開発,資 源開発)お よび利用面につい

て,多 くの施策が講 じられてい くこととなる

が,こ の中でも特に重点が置かれているのが

技術開発に関する事項である。

なぜならば,石 油代替エネルギーの使用が

従来十分に進まなかった理由は,コ ス トが割

高だったこともあるが,こ れ以外に開発面あ

るいは利用面での必要な技術が確立されてい

なかったことによるところが大であり,こ の

ため,こ ういった技術上の問題点の解決を図

り,石 油代替エネルギーの開発及び導入 を促

進することが石油代替エネルギー政策の中で

極めて大 きなウェイ トを占めることとなるの

である。こういったことが,従 来,工 業技術

院のサンシャイン計画などにより実施 されて

きた技術開発をより加速化 し,し かも確実な

4)エ ネルギー政策と技術開発

以上のように技術開発は石油代替エネルギ

ー政策の中で主要な部分 を占めているが,こ

のほか石油の安定供給の確保に関しても,石

油資源の開発技術,備 蓄技術等の開発が必要

であり,さらに省エネルギーに関 しても産業,

民生,運 輸等の各エネルギー消費分野での省

エネルギーを可能にさせる各種技術の開発が

必要であるなど,技 術の研究開発及び実用化

がエネルギー政策の中で占める割合は非常に

大きいといえよう。

以下では,通 産省が55年度において実施す

る主要なエネルギー技術開発項 目の概要 を紹

介することとする。

2.55年 度予算にみるエネルギー技術開発の

重点項 目とその概要

1)石 炭

(1)石 炭利用技術

石炭の短 ・中期的な需要拡大を図 るため,

石炭 ・石油混合燃料(COM),流 動床燃焼

の両技術について重点的な開発を行 うほか,

成型コークス製造技術等の研究開発課題を指

定 して国が補助を行 う。また,COMに つい

は既存の石油火力発電所への利用可能性につ

いてのボイラー改造,燃 焼試験等を含めた実

証研究 も合わせて実施する。

(2)石 炭液化技術

石炭を流体燃料に転換することにより,そ

5
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の利用を大幅に拡大 していくため,石 炭液化

技術の開発を強力に推進することとし,こ の

ためサンシャイン計画の下で行 ってきたソル

ボ リシス液化法,溶 剤抽出液化法,直 接水添

液化法のプラン ト化研究及び国際共同プロジ

ェク トであるSRC-ll(6000t/日 プラン ト)

EDS(250t/日 プラン ト)に ついて引続き

研究開発を進める。

(3)石 炭ガス化技術

発電を主な目的 とする石炭の低カロリーガ

ス化(石 炭処理量40t/日 プラン ト),都 市ガ

ス供給 を主な目的 とする石炭の高カロリーガ

ス化(ガ ス発生量7,000m3/日 プランDに

ついて引続き研究開発 を進める。

(4)石 炭生産技術

国内炭の安定供給を確保するため,急 傾斜

採炭の機械化,緩 傾斜採炭の省力化 ・自動化
'

などの技術の開発を行う。

(5)公 害防止

石炭火力発電所における大気汚染の防止を

図るため,NOxの 処理技術,乾 式脱硫技術

の実証研究を行 う。

2)原 子力(科 学技術庁関連は除く)

(1)軽 水炉改良標準化

原子力発電の安全性,信 頼性の一層の向上

を図るためには,わ が国の国情に適した原子

炉の確立が必要であ り,こ のため軽水炉の改

良標準化を推進 し,プラン トの信頼性の向上,

作業員の被ば く低減,定 期検査期間の短縮を

図る。

現在,第 一次改良標準化(50～52年 度)に

引き続き,第 二次改良標準化(52～55年 度)

を進めているところである。

(2)地 下立地方式

原子力発電所 の立地難 に対処するために

は,立 地選択幅の拡大 と用地の効率的利用に

努める必要があり,こ れに対処する有効な方

策 として地下立地方式原子力発電所が検討さ

れている。このため,前 年度 までの実証性調

査を踏 まえて,55年 度は地下立地方式原子力

発電所の概念設計を行 う。

(3)廃 炉対策

近い将来必要となることが予想されている

原子力発電所の廃炉作業を安全かつ円滑に実

施するため,廃 炉作業方法の確立を図るとと

もに技術基準の整備を行うこととし,内 外で

の調査によって摘出された問題点,予 備的検

討を実施 した廃棄物処理処分法等の事項につ

いて,そ の改良策の検討等を行 う。

(4)高 性能燃料の実用化

原子力発電の電源構成に占める割合の増大

に伴い,負 荷変動に応 じて出力を急速に変化

させる運転を行うことが必要 となる。このた

め,早 急に高速の出力変化に耐え得 る燃料の

実用化を図ることが必要であ り,57年 度まで

に技術基準の整備を行 うことを目途に所要の

調査を実施する。

(5)原 子力発電の安全性,信 頼性実証試験

原子力発電施設等の安全性を確保 し,地 元

住民の不安を解消するため,蒸 気発生器,バ

ルブ,燃 料集合体,溶 接部,ポ ンプ等の原子

力発電用機器の安全性,信 頼性の実証試験を

行 う。

(6)原 子力発電の耐震信頼性実証試験

原子力発電所の耐震性に関し,大 型モデル

による十分な振動試験ができる大型高性能振

動台を設置 して耐震1生を実証する。

(7)軽 水炉へのプル トニウム実用規模利用

技術(新 規)

一6



D ef""'1!i)

〔)0

プル トニウム燃料を軽水炉 に 装荷 するた

め,安 全[生,信 頼性,経 済陸等の調査検討を

行 う。このため55年 度は54年 度までの少数燃

料体試験の成果を踏まえ,炉 心の%程 度の燃

料体 をプル トニウム燃料 として装荷した場合

の諸検討及び燃料体の予備設計に着手する。

(8)原 子力発電支援システム(新 規)

原子力発電所の信頼性を万全なものにする

ため,日 常の運転管理,設 備管理,定 期検査

における運転員,点 検員や検査員の負担の軽

減 を図り,ま た,現 在なお発生している些細

な トラブルの防止を図る支援システムの民間

企業における開発に対 し,補 助を行う。

(9)使 用済核燃料の再処理技術(新 規)

第二再処理工場の建設にあたって生ずる技

術的課題に対処するため,再 処理主要機器,

プロセスについて確証試験等を実施する。

⑩ 使用済核燃料の中間貯蔵技術(新 規)

使用済核燃料対策の確立に資するため,そ

の中間貯蔵について環境,技 術,経 済性等に

関 し調査検討 を行 う。

⑳ 放射性廃棄物処理処分技術

低 レベル放射性廃棄物及び高 レベル放射性

廃棄物について処理処分の事業化のためのフ

ィー ジビリティ調査 を行 うとともに,現 在,

原子力発電所に保管 されている放射性廃棄物

およびその保管システムについての安全性の

実証試験を行 う。

㈱ 海水ウラン等回収システム技術

海水に溶存 しているウラン等を回収する技

術開発を引き続き推進する。55年度はモデル

プラン トの詳細設計を完了するとともに,そ

の建設工事を開始する。

⑬ 化学法ウラン濃縮技術(新 規)

イオン吸着剤を利用 したウラン濃縮技術の

研究開発 を推進することとし,開 発 を進めて

いる民間企業に対 し助成 を行 う。

3)地 熱

(1)大 規模深部地熱開発

60年代初めにおける大規模深部地熱発電(25

万kW級)の 本格的開発を加速化するために,

53年度から実施中の 「豊肥地区」における安

全性および環境保全に関する実証調査 を推進

するとともに,新 たに次の調査に着手する。

④ 全国地熱資源総合調査(新 規)

宇宙 ・空中調査技術等最先端の調査手法 を

用いて,55～57年 度の3力 年計画で,全 国の

地形構造,地 質状況,地 下の熱 ・温度分布等

を網羅的に調査することにより,全 国の地熱

資源のマクロ的な賦存状況を把握 して 「国土

地熱基本図」を作成する。

◎ 地熱探査技術等検証調査(新 規)

「仙岩地区」(秋田県,岩 手県)お よび 「栗

駒地区」(宮 城県)を 対象に55～58年 度の4

力年計画で,各 種調査技術を結集 した総合的

な地表調査および深部ボー リング調査等を実

施 して,地 表調査の結果 と深部ボー リングに

よる地下深部の状況 との相関関係を明確にし

つつ,地 表面から地下深部の地熱の賦存の有

無を的確に探 り当てる技術の確立を図る。

(2)深 層熱水供給システム

都市周辺部における非火山性の地熱エネル

ギーを開発 し,地 域暖房,給 湯等を行 う技術

を確立することをねらい として,55～58年 度

の4力 年計画で秋田市南部においてデモンス

トレーションシステムを開発するために,生

産井の開発調査等に着手する。

(3)熱 水利用発電

60年 代初めを 目途 に 地熱発電の開発に際
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し,蒸 気とともに併出する熱水エネルギーの

利用を促進するために,熱 水によって低沸点

媒体を高圧蒸気化 して発電するバイナ リー発

電プラン トのスケールアップ技術を促進する

とともに,ロ ータリーエンジンの原理を利用

して,熱 水 と蒸気の同時利用を図る トータル

フロー発電プラン トのパイロットプラン トの

製作を図る。

(4)高 温岩体発電システム(新 規)

エネルギー分野における日米科学技術協力

協定(54年5月 調印)に もとつ く,核 融合,

石炭液化に続 く本格的な共同開発プロジェク

トとして,米 エネルギー省が55～59年 度の5

力年計画でニューメキシコ州ロスアラモス研

究所において高温の岩体から人工的に熱出力

2～5万kWの 地熱エネルギーを抽出するこ

とを目標に開発中の高温岩体発電 システムプ

ロジェク ト(「フェン トンヒルプロジェク ト」

総費用は約150億 円で,我 が国はその%相 当

を分担 し,ア メリカが絶を,西 ドイツが%を

分担する)に 参加する。

(5)地 熱発電所の熱水有効利用

地熱発電所から湧出する熱水の有効利用を

促進するため,熱 水利用施設,熱 水供給施設

についての実証試験を行 う。

4)太 陽

(1)太 陽熱発電システム

昭和53年 度より香川県仁尾町において建設

を進めてきたタワー集光および曲面集光2方

式の太陽熱発電プラン5(い ずれ も1千kW)

について,完 成を目途に建設する。

(2)太 陽光発電技術

60年代初における太陽光発電(太 陽電池)

の本格的普及に向けて,そ の低価格化を促進

するため,イ)太 陽電池用シリヲンの低廉精

製プロセスの開発 ロ)太 陽電池パネルの大

量生産 ラインの開発等に着手するとともに,

ハ)試 作開発 した太陽電池を住宅,学 校,工

場に設置して実際の利用環境下で長期間の利

用実験を行 うための太陽電池デモンス トレー

ションシステムの設計を行 う。

また,太 陽電池の利用分野の拡大 をねらい

として,集 中型太陽光発電システム研究等の

加速化を図る。

またこれと合わせて,太 陽電池の大幅なコ

ス トダウンの可能性を追及するため,ア モル

ファス(非 晶質)太 陽電池の開発等太陽光発

電研究の大幅拡充を図る。

(3)ソ ーラーシステム

ソーラーハウス(ソ ーラーシステム)の 性

能,耐 久性等のなお一層の向上を図るため,

長期蓄熱技術の開発,材 料研究の拡充等を図

るとともに,産 業分野におけるソーラーシス

テムの設置を促進するため,複 雑な熱工程を

有する工場を対象とした産業用ソーラーシス

テムのデモンス トレーシ ョンシステムの設計

に着手する。

5)石 油

(1)海 底石油生産システム

今後,石 油開発は海洋,特 に深海域へ移行

せざるを得ない。このためには,特 殊な石油

開発技術(海 底石油生産システム)が 必要で

あり,海 外でもその研究開発を重点的に実施

している。わが国としても自主技術による石

油開発を目ざした独 自の技術開発 を行 うこと

とする。

② 改良型水攻法技術の開発

高効率の水攻法による油田からの石油の二

8
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次回収技術 を確立 するための研究開発 を行

う。

(3)高 精度地震探鉱法

海洋における石油探査の有力な手法である

地震探査の精度向上を図るため,デ ータの三

次元処理および縦波 ・横波を用いた処理技術

の確立をねらいとした研究開発を行 う。

(4)海 洋石油開発のための掘進技術

わが国周辺大陸棚における石油開発を促進

するため,掘 進能率の大幅なアップ,掘 削費

の低減,安 全性の向上等をねらい とした新 し

い掘進技術の研究開発を行 う。

(5)重 質油分解技術

原油の重質化傾向,需 要の軽質化傾向の中

にあって,石 油の安定的供給の確保を図るた

め,灯 油,軽 油等の中間留分の増産のための

重質油分解技術および分解に伴う副生成品の

有効利用技術等の開発を推進することとし,

民間が実施する研究開発に対 し補助を行 う。

(6)新 燃料油技術開発(新 規)

従来の石油燃料とは原料は異なるが,最 終

使用形態が同 じかまたは類似している新 しい

燃料((i)天 然ガス,随 伴ガス等を原料と

する合成アルコール,(ii)オ イルサン ド,オ

イルシェール,石 炭液化等から得られる油,

(iii)さ とうきび,と うもろこし,さ つ まい

も等バイオマス資源を原料 とする醗酵アルコ

ールおよび炭化水素油など)の 生産および利

用に関する民間の技術開発に対 し補助を行 う

ほか,こ れらの新燃料資源に関するフィージ

ビリテ ィ調査を行 う。

(7)新 備蓄方式(地 下備蓄)

石油の備蓄増強を図るため,膨 大な用地を

必要 とする通常のタンク方式に代 る安全かつ

経済的な地下備蓄方式の確立 を目ざした実証

プラン トによる研究開発を実施する。

(8)長 距離海底パ イプラインの安全確保

石油流通の合理化に資するため,海 底パ イ

プラインの漏えい検知システムおよび漏えい

拡散防止システムの実用化を目的 とした研究

開発を行 う。

6)省 エネルギー

(1)高 効率ガスター ビン発電 システム

現在の蒸気タービン技術で得 られる火力発

電の熱効率は40%程 度にすぎない。 このた

め,よ り高い熱効率(55%程 度)を 目ざした

高効率ガスタービンおよび蒸気タービンの組

合せによる複合発電サイクルの実用化を図る

ため,特 に重要な高効率ガスタービン技術の

開発を行う。

(2)廃 熱利用技術システム

産業設備か ら大量に放出される廃熱の有効

利用を図るため,熱 回収 ・熱交換技術,熱 輸

送 ・熱貯蔵技術に関する種々の要素技術の研

究開発を行 う。

(3)電 磁流体(MHD)発 電

約2,700。Cの 高温燃焼ガスを強力な磁石の

間に置かれた発電チャネルの中を高速で通過

させることにより発電を行 うもので,在 来の

蒸気 タービンとの組合せによる複合発電サイ

クルにより発電の総合熱効率を50～60%程 度

にまで高めようとする技術の開発を行う。

(4)新 型電池電力貯蔵 システム(新 規)

大容量の二次電池システムを開発して,オ

フピーク時の電力を電気化学的な反応によっ

て貯蔵(蓄 電)し,ピ ーク時に放出(放 電)

するいわゆるロー ドレベリング(負荷平準化)

機能をもつ電力貯蔵システムの研究開発を行

う。
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(5)先 導的基盤的省エネルギー技術

将来の大型省エネルギー技術の芽 となる技

術の発掘に努めるとともに,産 業界の基盤技

術 となるべき省エネルギー技術の開発を国立

試験研究所で行 うものである。

昭和55年 度は,超 電導送電技術等継続9テ

ーマに加え,省 エネルギー磁性材料の開発等

の新規3テ ーマの研究開発に着手する。

7)そ の他

(1)水 素エネルギー

53年度 より神奈川県川崎市で建設中の電気

分解法水素製造4m3/時 プラン トの本格運転

研究を行うとともに,水 素利用研究等の拡充

を図る。

(2)海 洋温度差発電

1000kW級 プラン トの開発(57年 度より建設

予定)に 向けて,そ の基本設計に着手すると

ともに,各 種要素技術の研究を拡充する。

(3)風 力発電

100kW級 プラン トの開発 ぐ56年度 より建設

予定)に 向けてその詳細設計に着手するとと

もに,各 種要素技術の研究および風況調査等

を拡充する。

(4)高 温還元ガス利用直接製鉄技術

現行の製鉄方法に伴 う公害問題の解決およ

び原料炭依存からの脱却を図るため,今 後実

用化が予想される多目的高温ガス炉の熱エネ

ルギーを製鉄プロセスに利用するクローズ ド

システムを目ざした直接製鉄技術の研究開発

を行 う。

⑤ 国産資源 ・未利用資源によるアルコー

ル製造技術(新 規)

国内産原料(沖 縄糖みつ等)の 利用促進お

よび未利用資源(果 汁,廃 みつ等)か らのア

ルコール製造技術に関する研究開発を行 う。

(おおたき かつひご 通産省資源エネルギ

ー庁公益事業部水力課)
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表1.昭 和55年 度エネルギー技術開発関係予算の概要

石 炭

()内 は昭和55年 度予算額,単 位百万円

石 炭 の 利 用 拡 大T=轍 灘 繋 朧 霧晶 難
試験(336)

石炭液化技術の開発τ=翫 勿騰 騨1炉袴イ眺 跳 鱗'舗 液化〕(3'060)

砿 ガス化技術の開発τゴ離:跨 憂傷;1織 蹴;

国 内 炭 生 産 体 制 の 改 善 石炭生産技術振興費補助金(388)

公 害 防 止 対 策一[石 炭火力発電所ばい煙処理技術実証試験(3,448

石炭火力発電所乾式脱硫 技術実証試験(1,250))

原 子 カ ー

一

一

三
一

実証試験の拡充

新型炉 等の実用化の推進

原 子 力 機 器 産 業 の 育 成

核 燃 料 サ イ クル の 確 立

醐 　 Tl欝 難難 ゴ1る

原子力発電の安蛇 徽i生 一[ゴ 言頼i生実証試験(3・381)

太 院
}

一

『

原子力発電施設耐震信頼性実証試験(3,795)

軽水炉へのプル トニウム実用規模 利用実証調査(19)

原子力発電支援システム開発費補助金(851)

第二再処理工場関係技術確証調査(2,011)

使用済核燃料中間貯蔵対策調査(22)

放射性廃棄物処理処分対策(74)

放射性廃棄物安全性実証試験(192)

海水 ウラン等回収システム技術の開発調査(233)

化学法 ウラン濃縮技術確立費補助金(873)

　 　 　 ]三灘 蕪lll驚 　 醐)

非 火 山 性 地 熱 開 発

熱 水 利 用 発 電

人工 的地 熱資 源 の 開 発

熱 水 の 有 効 利 用

太 陽 熱 発 電 技 術

太 陽 光 発

深層熱水供給 システム(262)

熱水利用発電プラン ト(357)

高温岩体発電 システム(567)

地熱発電所熱水有効利用調査(932)

太陽熱発電プラン トの建設(6,423)

融 術一τ=鷲 犠 ㍊ 騰 讐(戴
フ。ス太陽電池(474)〕

ソ ー ラ ー シ ス テ ム 産業用 ソーラー システム等(518)

省エネルギー

油開発の∴ 鎌 難1灘1漏鋤

質 油 対 策 重質油対策技術研究開発(重 質油分解技術)事 業費補助金(6,800)

燃料油開発利用の推進「=雛 欝 饗舗羅 鷺 襯 金(1'220)

油 備 蓄 の 増 強 石油備蓄技術調査(2,509)

油 流 通 体 制 のi整 備 長距離海底パ イプライン技術開発調査(170).

高効率ガスター ビン(4,281)

.廃熱利用技術 システム(1,023)

電磁流体(MHD)発 電技術(1,322)

型電池電力貯蔵 システム(352)

先導的 ・基盤的省エネルギー技術研究開発 〔12テーマ〕(202)

そ の 他 一=

=
一

水素エネル ギーの研究(951)

海洋温度差発電の研究(166)

風力発電 の研究(123)

高温還元ガス利用直接製鉄技術の研究開発(539)

国産資源 ・未利用資源によるアルコール製造技術の研究開発(36)
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ま え が き

昨今の国際石油事情の悪化により,国 内に

おけるエネルギーの安定供給を確保 す る に

は,省 エネルギー対策の促進および石油代替

エネルギーの早期開発は,国 の政策上の最重

点事項である。

「代替エネルギー対策の推進について一

石油不足時代への対応一 」(昭 和54年11月,

通商産業省)に よる乏,代 替エネルギーの比

率を昭和65年 度 までに50%に 引き上げること

を目標 としている。そ して,代替エネルギー対

策は,① 海外炭,水 力,地熱等代替エネルギー

資源の供給力の増強,② 産業部門におけるエ

ネルギー源の早急な転換促進(石 炭,LNG),

③原子力の開発 ・利用の一層の促進,④ 民生

部門等での太陽熱利用(ソ ーラー・システム)

の普及促進,⑤ 石炭液化等代替エネルギー技

術開発の加速化,な ど5つ のポイン トに集約

している。

これらの対策は,非 常に幅広 く,し かも長

期にわたって,総 合的,計 画的,か つ重点的

に推進 して行かねばならない。この中核的推

進母体には,昭 和55年10月 に設置を予定 して

いる 「(特殊法人)新 エネルギー総合開 発機

構i」が あ た る こ とにな っ てい る。

一 方
,代 替 エ ネル ギー の 重 要 な 供 給 源 で あ

り,小 規 模 で地 域 分 散 型 の ロー カル ・エ ネ ル

ギー の開 発 も積 極 的 に推 進 す る必 要 が あ る。

そ の た め に は,ロ ー カル ・エ ネル ギー の賦 存

状 況 や 開 発 可 能 性,エ ネル ギー の 需 要 状 況 な

どの調 査 を し,そ の結 果 を も とにエ ネル ギー

需 給 計 画 を策 定 しな けれ ば な らな い 。 この モ

デル ・ケー ス を作 成 す る 目的 で,(財)エ ネ

ル ギー 総 合 工 学 研 究 所 の 「ロー カル ・エ ネ ル

ギー ・シ ス テ ム委 員 会 」 が,昭 和54年9月 に

発 足 した 。

1.ロ"-Nカ ル ・エ ネ ル ギ ー ・シス テ ム

地 方 の集 落,町 村,中 小 都 市 な どの単 位 で,

あ るい は も う少 し分 割 した 家 庭,工 場,諸 施

設 な どの 末 端 の 需 要 単 位 で,水 力,地 熱,風

力,太 陽,海 洋,天 然 ガ ス,バ イオ マ ス,廃

熱 ・廃 棄 物 な どか ら得 られ るエ ネ ル ギ ー,い

わ ゆ るエ ネ ル ギー 密 度 は 低 い が,地 域 に 密着

した エ ネ ル ギ ー を ロー カ ル ・エ ネ ル ギ ー とい

っ てい る。

ロー カ ル ・エ ネ ル ギ ー は,従 来 の大 容 量 発

電,石 油 供 給 な どか ら得 られ る集 中 型供 給 エ

ネ ル ギー では な い 。大 規 模 な 開 発 地 か ら遠 く

一12一
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離 れ た消 費 地 ヘ エ ネ ル ギ ー を輸 送 す るの が,

現 在 の大 部 分 の 方式 で あ る。 この 方式 は,数

年 前 の石 油 危 機 以 降,資 源 の限 界 に 起 因 す る

石 油供 給 の 先 行 き不 安 が 次 第 に 高 ま る と と も

に,石 油 価 格 上 昇 が 続 き,一 方 国 内 で の大 規

模 集 中 立 地 の 困 難iも加 わ っ て,十 分 な エ ネ ル

ギ ー供 給 を確保 で き るか ど うか 問題 が 生 じて

き てい る。 この よ うな 大 規 模 集 中 型 供 給 エ ネ

ル ギー を補 完 してい くもの と期 待 され る ロー

カル ・エ ネ ル ギー は,地 域 社 会 を中 心 に,エ

ネル ギー の 利 用 目的 に対 応 した 需 要 と供 給 の

関 係 を有 機 的 に結 合 してい る,小 規 模 の 分 散

型 供 給 エ ネル ギー で あ る。

以 上 の よ うな ロー カル ・エ ネル ギー につ い

て,地 域 社 会 の需 要 ・用 途 に応 じ,利 用 特 性

に よ る応 用 技 術 の開 発 と と もに,小 規 模 の地

方 分 散 型 シ ス テ ム の下 で,効 果 的 に利 用 して

い こ う とす る仕 組 が ロー カ ル ・エ ネ ル ギー ・

シス テ ム で あ る。 この シス テ ム の活 用 は,単

に未 利 用 エ ネ ル ギ ー 資源 の有 効 利 用,石 油 消

費 の軽 減,地 域 社 会 の エ ネ ル ギ ー ・セ キ ュ リ

テ ィの確 保 な どに と ど ま らず,地 域 社 会 の振

興 と福 祉 の 向 上,公 害 防 止,廃 棄 物 対 策 な ど

に 貢 献 す るメ リッ トが あ る。

「ロー カ ル ・エ ネ ル ギ ー ・シス テ ムの 開発

お よび 有 効利 用 の促 進 に つ い て(中 間報 告)」

(昭 和54年10月,通 商産 業 省,ロ ー カ ル ・エ

ネル ギー ・シ ス テ ム研 究 会)に よ る と,ロ ー

カル ・エ ネ ル ギー ・シ ス テ ムの 特 徴 を要 約 す

れば,3Cエ ネ ル ギー す な わ ち,ク リー ン

(Clean… …環 境 イン パ ク トが少 な い)で,ク

リエ イテ ィブ(Creative… …造 り出 し,栽 培

して い く)な,コ ミ ュニ テ ィ(Community…

…地 元 で使 う,地 元 主 体)の エ ネ ル ギー で あ

る 。

2.ケ ー ス ・ス タ デ ィ ・モデ ル の 国分 市

ロー カ ル ・エ ネ ル ギー ・シ ス テ ム の開 発 お

よび 利 用 を推 進 す る た め に は,モ デ ル地 域 に

お け る ロー カ ル ・エ ネ ル ギ ー の賦 存 状 況,開

発 可 能 性 を調 査 し,そ の調 査 結 果 か ら中 ・長

期 的 な エ ネ ル ギー 需 給 計 画 を作 成 す る ケー ス

・ス タ デ ィが必 要 で あ る。 この ケー ス ・ス タ

デ ィの策 定 は,ロ ー カ ル ・エ ネ ル ギ ー ・シ ス

テ ム の確 立 を容 易 に す る 。

モ デ ル地 域 の 選定 条 件 は,第 一 に ケ ー ス ・

ス タデ ィの 時 間的,資 金的 制 約 か ら人 口3万

人 程 度 の小 都 市 で あ る こ と,第 二 に産 業構 成

が わ が 国 の 平均 的位 置 に あ る田 園都 市 で あ る

こ と,第 三 に 特定 の ロー カ ル ・エ ネ ル ギ ー の

み に依 存 せ ず,多 様 な エ ネ ル ギ ー が 賦 存 す る

こ と,第 四 に大 型 発 電 所,石 油 精 製 工 場,都

市 ガ ス ・シス テ ム の よ うな大 規 模 ・集 中 型 エ

ネ ル ギ ー供 給 シス テム が 存 在 しな い こ と,な

どで あ る。

以 上 の 観 点 か ら,全 国 の 各 都 市 を調 査 ・検

討 した 結 果,鹿 児 島 県 国 分 市 が 最 適 と考 え ら

れ た 。さ らに 予備 的 に現 地 調 査 を行 って,ケ ー

ス ・ス タ デ ィの モデ ル 地 域 に同 市 が選 定 さ れ

長鯉

位 置 東 経130度44分
北 緯31度40分

図1国 分市の位置図
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表1国 分 市 にお け るエ ネ ル ギー一一一賦 存 量(年 間)

エネルギー の種類 賦 存 量 熱量換算(kca1) 灯油換算(kの

水 力

地 熱(熱 水)

風 力

太 陽

海 洋(潮 汐)

天 然 ガ ス

バ イ オ マ ス(木 質系)

ク(甘 しょ ・エタノール)

〃(稲 わら ・燃料)

廃熱 ・廃棄物(ご み焼却)

〃(し 尿 ・メタンガ ス)

〃(家 畜排 せつ物 ・メタンガス)

2.02×104MWh

2.9×1011kca1

1.0×104MWh

1.5×1012kca12)

1.3×104MWh3)

2.2×106m34)

1.5×104m35)

3.4×103kl

6.4x103t6)

1.1>く104t7)

2。3×105m37)

5.0×106m3

1)
1.74×1010

2.9×1011

8.6×109

1.5×1012

1.2×1014

1.5×1010

2.0×1010

2.2×1010

1.3×1010

1.4×1010

1.4×109

3.0×1010

1.98×103

3。3×104

1.0×103

1.7×105

1.3×103

1.7×10

2.2×10

2.5×10

1.5×10

1.6×10

1。6×10

3.4×103

計 1.94×1012 2●20×105

(注)1)

2)

3)

1kWh=860kca1

面積の1%を 利用

海岸 線の1%を 利用

)

)

)

4

5

ハ0

可採埋蔵量 ×1/30

蓄積量 ×1/50

昭和54年 度実績値

7)昭 和53年 度実績値

表2国 分市の未開発水力地点発電計画概要

地点名 所在地 水 系河 川 名 CA
(km2)

Qmax/min
(m3/s)

H
(m)

Pmax/min
(kW)

LC
(m)

LT
(m)

LP
(m)

Lo/H
年間発電
電 力 量(
MWh)

止 上1国 肺1韓IIII・8・73・ ・9・/・・721・ ・5173・/57・185・iH2・ ・1 ・215,338

郡 t田1国 肺i義 ノ臨 容liii・3・8・1・・67/…31・6・1835/63・1-12・72・}4・ ・1
3・i6・ ・6・

岩 崎 山下 国肺1検 校 川138・ ・sl・・86/・・486・187・/675i53・12・9・ ・15・ ・1 98i6,345

敷 根1国 肺1高 橋 川 【6・ ・31・・28/・・231・6・1335/27・138・14・ ・126・1 gi2,488
(注)CA:流 域面積,Q:流 量,H:有 効落差,P二 発電力,LC:水 路長 さ,LT:

LP:水 圧管長 さ

出所:織 田史郎 「未開発水力地点発電計画概要」(昭 和53年7月)

た 。(図1参 照)な お,国 分 市 の人 口は35,259

人(昭 和54年1月 現 在)で あ る。産 業 別 就 業

者 割 合(昭 和50年 国勢 調 査)は,就 業 者総 数

14,383人 に対 して,第1次 産 業30.6%(農 業

30.3%,林 業0.2%,漁 業0.1%),第2次 産

業23.8%(製 造 業15.9%,建 設 業7.8%,鉱

業0.1%),第3次 産 業45.6%(商 業14.7%,

サ ー ビ ス業13.5%,公 務12.0%,運 輸 通 信 業

3.2%,そ の他2.2%),と な って い る。

トンネ ル長 さ,

3.潜 在 エ ネ ル ギ ー の賦 存 状 況

国 分 市 に潜 在 して い る ロー カ ル ・エ ネ ル ギ

ー に は
,水 力,地 熱,風 力,太 陽,海 洋,天

然 ガ ス,バ イオ マ ス,廃 熱 お よび 廃 棄 物 な ど

の エ ネ ル ギー が あ る。 これ らの エ ネ ル ギ ー賦

存 量 の 一 覧 を表1に 示 し,個 別 エ ネ ル ギ ー に

つ い て は 以 下 に 述 べ る。

1)水 力エネルギー

お もな 河 川 は,天 降川 水 系 の手 籠 川 ・郡 田

川,検 校 川水 系 の検 校 川 ・鎮 守尾 川,高 橋 川

水 系 の 高 橋 川 な どで あ る。 これ らの河 川 に水
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表3国 分 市 源 泉 概 況 一 覧 表

熱水井 源泉の深さ
番 号(m) 器 伯 噴動力揚湯の別1温(・ 矧 愚/m矧 利 用 用 途

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

ー

ユ

ー

1

1

1

1

1

1

5

2

0

0

7

4

1

0

0

3

0

0

0

2

0

0

0

2

0

2

0

2

9

5

7

0

2

5

7

0

3

5

3

0

0

0

5

9

5

6

3

5

6

4

5

5

4

4

4

3

3

7

0

5

4

6

4

1

5

5

4

5

4

7

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

4

4

4

7

6

6

6

6

7

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

エ ア リ フ ト3EP

エ ア リフ ト10正P

エ ア リフ ト10e

エ ア リフ ト10EP

エ ア リフ ト3H?

エ ア リフ ト5M

エ ア リフ ト10e

エ ア リフ ト71iP

エ ア リフ ト3H)

エ ア リフ ト3正P

エ ア リ フ ト10旺P

エ ア リ フ ト3EP

エ ア リフ ト2H⊃

エ ア リ フ ト10M

エ ア リフ ト15EP

エ ア リ フ ト10EP

エ ア リフ ト2EP

エ ア リ フ ト3H?

エ ア リフ ト5EP

5

8

5

2

5

7

9

7

0

5

5

1

6

4

0

0

0

2

1

3

7

5

7

1

4

4

4

5

4

4

4

4

4

5

5

6

5

5

4

4

4

2

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

5

0

0

3

5

2

4

5

2

3

0

0

5

0

3

7

4

2

7

1

0

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

温泉 セ ンター

自家用,公 衆浴場用

営業用,家 族湯

米酢製造醗酵用

自家用

家族湯,公 衆浴場

自家用

自家用

公 衆浴場

翻
{
岩 戸温泉
国分 ゴル フ ・レジャー センター
養鰻用

ホテル内湯用

老人福祉 センター

軽費老人 ホーム

自家用

営業用

営業用

(注)出 所:鹿 児島県源泉台帳(鹿 児島県衛生部公衆衛生課)

力発電所は現存 しない。

石油代替エネルギー としての水力エネルギ

ーについて,小 ・中規模の未開発水力地点の

全国調査を行 った 「未開発水力地点発電計画

概要」(昭和53年7月,織 田史郎)か ら,国 分

市のものを取出したのが表2で ある。これに

よると,4地 点における年間発電電力量は,

20,231MWhで ある。

2)地 熱エネルギー

霧島火山帯の中にある国分市において,現

在利用 している地熱エネルギーは,各 熱水井

からの温度が42～60。c,湯 量が40～2001/min

の熱水である。現在利用 してい る熱水井の概

況を表3に 示す。

ほとんどの熱水井は,国 分市北西部の重久

から姫城地区にかけて分布 している。ほかの

地域では,源 泉の深 さが700m以 上で,重 久

・姫城地区の源泉の深さ300～600mよ り深 く

な り,経 済 的 な 面 か ら未 開 発 とな っ て い る 。

現 有 の 熱 水 井 か ら の地 熱 エ ネ ル ギー は,年

間 の 熱 量 が3.54×1010kcalで あ る。 した が っ

て,熱 水 と して の地 熱 エ ネ ル ギ ー の賦 存量 は,

現 存 の熱 水 井 分布 と面 積 か ら現 在 利 用 量 の約

8倍 と推 定 す る と,約2.9×1011kCa玉/年 とな

る。

3)風 力エネルギー

表4国 分市 の風 速 別 日数 お よび 出 現 率

呉)・
1971

1972

1973

1974

1975

1 2 3

9
召

9
臼

ハO

FO

ρ0

り
臼

-
占

0

0

0

0

0

100116

46134

93149

90163

90145

4 5 67
以上

0

0
0

8

0
◎

4

1ワ
5

1
占

ワ
●

-
占

-
↓

-
↓

-
↓

-
↓

Q
り

0

1
↓

9
θ

4

1
占

2

2

2

4

6

2

ハ》

4

つ
り

4

5

ハリ

E
O

ρ0

計

320

273

363

353

363

計1・ 」5・j4・917・712S4)・・6i471・Sl・672

出現率(%)1・;31・sl421・7[sl3【21…

(注)出 所:農 業気象観測月原簿(鹿 児島地方

気象台)
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表5国 分市における日平均 日射量

ほ 鵬 劇 エア・マスi大 気透過率 夙 蜀曹釧(直 達日射量kcal/m2・日)隣 鵜 蝿)

春 分(3月)

夏 至(6月)

秋 分(9月)

冬 至(12月)

58。16/

81。42,

58。16,

34。50ノ

0
0

1⊥

8

ドD

可⊥

O

i⊥

ワ
6

1
⊥

-
よ

ー
⊥

-
⊥

7
5

1

FO

4

だ0

だ0

ρ0

7

0

0

0

0

7.2

7.1

7.3

6.3

4,200

4,100

4,100

3,500

3,600

4,000

3,500

2,000

表6潮 汐の干満差(cm)(鹿 児島港≠国分市)

＼1・1213i4151617 8 gl・ ・[ユ ・1・2

小

潮

大

潮

1回 目

2回 目

134

127

9
臼

O

nd

Q
V

1 133

45

77751102
59118118

1108176

839048

7
●

PD

7
8

4

Q
O

OO

Q
ヅ

ワ
●

108

107

平 剰 ・3・1…189168i971…19718616216・186)・ ・8

1回 目

2回 目

296283

238248

271

248

255248

266279

239

296

231

297

238

291

244

269

4

5

0
0

『0

9
臼

9
臼

259

260

りO

Q
U

4

Q
》

9
臼

9
θ

平 瑚 ・671266i26・126・12641268126412651257・4sl26・i268

平均干満差 ・・gl・ ・gl・ ・Sl・ ・Sl・8・1・891ユ8・[・761・6・1・ ・31・731・88

(注)出 所:鹿 児 島県気象潮 汐表(昭 和16-45年)(昭 和53年)

国分市は海に面しているが,内 湾となって

いる鹿児島湾(錦 江湾)の 最奥部に位置して

いるために,外 海に面している場所に比較 し.

て風速が小さくて年間平均風速は約3m/sで

ある。表4は 風速別日数および出現率である。

観測結果によると,冬 期の風向は北東ない

し北よりの風で,霧 島山か らの吹きおろしが

多い。風速 も約4～6m/sに 達する。 したが

って,風 力エネルギーの利用可能地域は,国

分市の北部から南東部地区の台地である。

年間平均風速が3m/sの 時の風力エネルギ

ー密度は約6W/m2と なる。直径10mの 風車

を1haあ たり1台 の割合で,し かも国分市

の面積の20%に 設置できるとすると,風 カエ

ネルギーの賦存量は,1.0×104MWh/年 の発

電電力量となる。

4)太 陽エネルギー

国分市は鹿児島県の中でも年平均気温が高

く,年 問日照時間が最 も長 く,年 降水量が最

も少 な い ので,太 陽 エ ネ ル ギー を利 用 し得 る

最 高 の条 件 を備 え てい る。

日平 均 日射 量 を計 算 した 結 果 を 表5に 示

す。 これ を用 い て,太 陽 エ ネ ル ギ ー の 賦 存 量

を算 出 す る と1.5×1014kca1/年 で あ るが,国

分 市 の面 積 の約1%を 利 用 す る と した ら,太

陽 エ ネ ル ギー の賦 存 量 は1。5×1012kcal/年 で

あ る。

5)海 洋エネルギー

海 洋 エ ネ ル ギー と しては,波 浪,潮 汐,潮

流 お よび 温 度 差 な ど のエ ネ ル ギ ー が 考 え られ

る。

国 分 市 は内 湾 奥 部 であ る上 に,こ の付 近 の

年 間 平 均 風 速 が約3n1/sで あ るの で,大 き な

波 高 の波 浪 は発 生 しな い か ら,波 浪 に よ る波

力 エ ネ ル ギー へ の期 待 は小 さい 。 潮 流 は 恒 流

で0.05m/s,最 強時 の流 速 でO.2m/sで あ る

か ら,潮 流 に よ るエ ネ ル ギー 密 度 も小 さい 。

また,海 洋 温 度 差 は,夏 期 の8月 が 最 大 の約
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150Cで あ り,春 期 お よび 秋 期 が4～9。Cで

あ る。 この温 度 差 エ ネ ル ギ ー の 開 発 は,現 在

の 発 電 シス テ ムで は 困 難 で あ る。

潮 汐 の干 満 差 を表6に 示 す。 天 降 川 河 口 と

若 尊 の 鼻 を結 ん だ 海 岸 の 距 離 が 約5,000m,

ダ ム の平 均 深 さ5m,平 均 干 満 差 約1.8mと

す る と,潮 汐 エ ネ ル ギー の賦 存 量 は1.3×106

MWh/年 で あ る。しか しそ の約1%が 利 用 で

き る もの とす る と1.3×104MWh/年 で あ る。

6)天 然 ガ ス

敷 根 地 区 の天 然 ガ ス井 は,地 面 よ り深 さ約

50mを 境 に して,上 層 の 国 分層 か らは 主 と し

て メ タ ンガ ス を噴 出 し,下 層 の 角 閃石 輝 石 安

山 岩 層 か らは 主 と して炭 酸 ガ ス を噴 出 す る。

こ の地 区 の天 然 ガ ス は,明 治41年 に 初 め て

開 発 され,昭 和15年 に 会 社 創 立 で企 業 化 され

てい る。 昭 和26年10月 のル ー ス 台風 で会 社 が

廃 止 にな っ た 当時,1日 の産 出 量 は ガ ス井24

坑 で240m3の 規 模 で あ った 。 現 在 は 一 部 の 民

家 で天 然 ガ ス を調 理 お よび 風 呂 に利 用 してい

るに過 ぎな い 。

メ タン ガ ス徴 は,敷 根 を中 心 に脇 元,下 井,

美 の 前 な どで 囲 まれ た地 域 に み られ る。 この

地 域 約2km2の 天 然 ガ ス の残 存 可 採 埋 蔵 量

は,約2.4×107m3と 推 定 さ れ る。 また,予

定 埋 蔵 地域 を脇 元,広 瀬,上 小 川,川 内 な ど

で 囲 まれ た 地 域 約10km2と す れ ば,埋 蔵 量 は

約6.7×107m3と 推 定 され る。 賦 存 量(年 間)

を可 採 埋 蔵 量 の約1/30と す れ ば2.2×106m3/

年 とな る。

7)バ イオマス ・エネルギ ー

地 目別 面 積 の割 合 は,図2に 示 す通 りで あ

り,山 林 が総 面 積 の約60%を 占 め てい る。 こ

の 山林 にお け る木 質 系 エ ネ ル ギー の蓄 積 は,

昭 和52年 度 で7.44×105m3で あ る 。木 質 系 の

一 生 を50年 と し,蓄 積 量 の1/50を 賦 存 量(年

間)と す れ ば1.5×104m3と な る。

甘 し ょ(さ つ まい も)の 最 近 の作 付 面積 と生

産 量 を図3に 示 す 。 代 替 エ ネ ル ギー の アル コ

ー ル(エ タ ノー ル)を 生 産 す る の に,畑(1,300

ha)の50%お よび休 耕 田(約200ha)に 甘 し

ょを作 付 け した とす れ ば,約3.4×103klの エ

タ ノー ル が 得 られ る。

また,昭 和54年 度 の水 稲 作 付 面 積 は1,281

haで あ るか ら,1haあ た り約5tの 稲 わ らが

で き る とす れば,稲 わ ら収 穫 高 は 約6,400t

で あ る。 こ れ を全 部 燃 料 に用 い た 場 合約1.3

×1010kca1の 熱 量 とな る。

8)廃 熱 ・廃 棄物 エネルギー

山 林

59.3%

図2国 分 市 の地 目別 面 積

(国 分市統計書(国 分市,昭 和53年)に よる)

作付面積(ha)
0255075100125

昭梱8年度
一

1

昭秘9年度
鰯鰯z脇鰯刎

昭和50年度
一

1

昭稿1年度撒 伽 幽 囮 作付面積

口 生産量
■,

昭和52年度一
,lI

0500ユ000150020002500

生産量(t)

図3国 分 市 の 甘 し ょ作 付 面 積 お よび 生 産 量

(国分市統計書(国 分市,昭 和53年)に よる)
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国 分 市 に は1市3町(国 分 市,隼 人 町,福

山町,霧 島町)の 国 分 地 区 衛 生 管 理 組 合 が運

営 して い る敷 根 清 掃 工 場 と,し 尿 処 理 場 が あ

る。敷 根 清 掃 工 場 の ご み焼 却 処 理 方 式 は,機

械 化 バ ッチ燃 焼 式 で,処 理 能 力 は50t/8hで あ

る。昭 和53年 度 の可 燃 物 ご み処 理 量 は10,902

tで あ るか ら,約1.4×1010kca1/年 の 廃 熱 エ

ネ ル ギー を有 し てい る こ とに な る。

し尿 処 理 場 の処 理 方 式 は消 化 方 式 で,処 理

能 力 は生 し尿80kl/日,浄 化 汚 泥10kl/日 で

あ る。 昭 和53年 度 の し尿処 理 量 は24,530kl

で,処 理 過 程 にお け る発 生 メ タ ン ガ ス は2.3

×105m3と な って い る。

また,国 分 市 内 で は年 間 に牛 を約650頭,

豚 を約3,200頭,鶏 を約62万 羽 も飼 育 して い

るか ら,こ れ らの 家 畜 の 排 せ つ 物 よ り,発 生

メ タ ンガ ス を採 取 す れ ば,約5.0×106m3/年

が 得 られ る。

4.エ ネルギーの需要状況と需給計画策定

国分市におけるエネルギー需要量の調査結

果を表7に 示す。現在(昭 和53年 度)の 年間

のエネルギー需要量は∫約4.6×1011kcalで

あ り,部 門別エネルギー需要の構成割合は,

表7国 分市における部門別エネルギー

需要量 と将来予測

需 要 量

(×106kca1)
需要伸び率(%)

昭和 ・年劇5355鑑 。60篇,165Z。70τ5

Elil-一一般 家 庭 用i69・5SSI5・414・9[3・gl2・9

産

業

一 次 産 業1・5…214 ・・13・sl2・4「 ・・5

業 務 用137・27gl5・Sl5・ ・[4・ ・13・ ・

大 ・蝿 業[228・ ・9914・ ・13・612・812・ ・

輸 送1・ ・6,528)4・ ・13・Sl・ ・gl2・ ・

合 計1457・ ・6614・413・812・912・ ・

民 生部 門(一 般 家庭 用)14.7%,、 産 業部 門(一 ・

次産 業3.4%,業 務 用8.2%,大 口 製造 業50.2

%)61.8%,輸 送 部 門23.5%と な っ てい る。

以 上 の 需 要 に対 す る供 給 エ ネ ル ギ ー種 別 の

割 合 は,電 力25.2%,石 油(ガ ソ リン18.9%,

灯 油17.4%,重 油11.1%,軽 油5.9%)53.3

%,LPG18.7%,固 体 燃 料(薪1.3%,オ ガ

ラ イ ト0.5%,木 炭 ・練 炭0.4%)2.2%,そ

の他0.6%で あ る 。 また,民 生 部 門 の用 途 別

エ ネ ル ギ ー需 要 の割 合 は,暖 房32 .4%,冷 房

3.0%,給 湯25.9%,調 理22.9%,照 明 ・動

力 他15.8%で あ る。

一 方 ,エ ネル ギー 需 給 計 画 策 定 に は,将 来

のエ ネ ル ギー 需 要 量 の予 測 が 必 要 であ る。 将

来 予 測 の手 法 は種ttあ るが,こ こで はGNP

伸 び率 とエ ネ ル ギー 需 要 の対GNP弾 性 値 の

将 来 推 定 に よ り,エ ネ ル ギ ー需 要 伸 び率 を算

出 した 。 表7に 昭 和75年 度 まで の部 門 別 エ

ネ ル ギー 需 要 伸 び 率 の予測 値 を示 す 。 な お,

GNP伸 び 率 は 「新 経 済 社 会7力 年 計 画 」(昭

和54年8月,経 済 企 画庁)に,エ ネ ル ギー 需

要 の対GNP弾 性 値 は 「長 期 エ ネ ル ギー 需 給

暫 定 見通 し(中 間 報 告)」(昭 和54年8月,総

合 エ ネ ル ギ ー 調 査会 需 給部 会)に 基 づ い て算

定 してい る。 また,部 門 別 エ ネ ル ギ ー需 要 伸

び 率 は,上 記 資 料 お よび 「わ が 国 の 中 長 期 エ

ネ ル ギー 需 給 予 測 」(昭 和53年12月,(財)日

本 エ ネ ル ギ ー経 済 研 究 所)を 参 考 に して,年

間 エ ネ ル ギー 需 要 量 が一 致 す る よ うな 比 例 配

分 で 算 出 して い る。

エ ネ ル ギ ー需 給 計 画策 定 の一 般 的 手 順 を 図

4に 示 す 。需 給 計 画 の策 定 に あ た って は,地

域 外 部 依 存 エ ネ ル ギー と地域 内部 自給 エ ネ ル

ギー の相 対 的 関 係 か ら,石 油 代 替 エ ネ ル ギー

の割 合 を把 握 し,地 域 の特 性 を十 分 に 生 か す
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》◎

ローカル ・エ ネルギー

の賦存状況調査

エネルギー需要状況の

調査

↓ ↓
ローカル ・エネルギーの開

発及び供給可能性の検討

エネルギー需要の将来
予測

」 》

建設 コス トの予想

↓

エネルギー供給設備計画の策定

↓
エ ネ ル ギ ー 需 給 計 画 の 策 定

(ケース ・スタデ ィ)

↓

総 括 的 検 討

図4エ ネルギー需給計画策定の手順

こ と に配 慮 すべ き で あ る。 しか しな が ら,国

の エ ネ ル ギー 政 策,地 域 に お け る開 発 主 体,

資 金 の裏 付 けな ど,計 画策 定 に影 響 を及 ぼ す

政 治 的 要 因 も含 まれ る の で,エ ネ ル ギー 需 給

計 画策 定 の ケー ス ・ス タ デ ィは 多種 多様 に な

ら ざ る を得 な い 。

一 例 と して
,昭 和75年 度 の エ ネ ル ギー 需 給

計 画 を ロー カル エ ネ ル ギー を 中心 に策 定 して

み る。

昭 和53年 度 に対 して,昭 和75年 度 の エ ネ ル

ギ ー需 要 は約2倍 に増 大 し,年 間 総 需 要 は約

9.5×1011kca1と な り,民 生 部 門 需 要(一 般

家庭 用)は そ の約17.4%,1.6×1011kcal程

度 とな る 。

一 方
,国 分 市 の ロー カル ・エ ネ ル ギー 供 給

量 は,昭 和75年 度 民 生 部 門(一 般 家庭 用)需

要 に対 し,小 水 力発 電4.4%,広 域 熱 水 供 給

施 設4.5%,天 然 ガ ス供 給施 設1.3%,i薪8.9

%,太 陽 熱 給 湯 ・暖 房 シ ス テ ム18.6%が 見 込

まれ,合 計 で37.7%程 度 の 自給 率 とな る こ と

が期 待 さ れ る 。 また民 生 部 門 以 外 の供 給 設 備

と して,台 地 上 の灌 瀧 用 水 の た め の風 力揚 水

設備,業 務 ・公共施設に設置する太陽熱暖冷

房システム,太 陽光発電システムおよび台地

上で栽培 される甘 しょを原料 とし,ゴ ミ焼却

場の廃熱を利用した,竹 材 ・端木等を補助燃

料 とするアルコール工場等が考えられる。こ

れらのローカル ・エネルギー ・システムによ

る供給量は図5に 示すとお りで,民 生部門を

も含めて8.6×1010kca1と なり,エ ネルギー

需要総量に対 し9%程 度の 自給率 とな る。

(図6参 照)

以上のようにローカル ・エネルギーが豊富

に賦存 し,エ ネルギーを大量消費する産業部

門の比率が低い国分市においても,昭 和75年

度のエネルギー需要総量の1割 弱を賄なうに

過 ぎない。特に我が国のエネルギー需要の6

割 を占める産業用エネルギー需要は,国 際競

争力の観点からも,エ ネルギーの安定確保 と

ともにその経済性に充分留意したエネルギー

選択が必要である点を忘れてはならない。一

×109kcal

風力揚水設備

太陽光発電システム

太陽熱暖冷房 システム

新

太陽熱給湯 ・暖房システム

日召禾0535560657075

年度

図5国 分 市 の ロ ー カ ル ・エ ネ ル ギ ー 供 給 量
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図6国 分 市 の エ ネ ル ギ ー 需 要 と ロー カ ル

・エ ネ ル ギ ー 供 給 量

方,民 生需要の4割 弱をローカル ・エネルギ

ーで自給できるとい うことは,将 来の石油供

給不安定時代での地域のエネルギー安定供給

に大きく貢献するという点で重要な意義を持

つ もの と思われる。このような認識の下に,

ローカル ・エネルギー ・システムの開発利用

にあたっては,地域に根 を張2た 地方 自治体,

地場産業,農 協等の組合,地 元篤志家等が開

発主体とな り,エ ネルギーの問題 を住民各自

が自己のものとして捉え,積 極的に参加 して

い くことが期待される。

あ と が き

国 分 市 にお け るエ ネ ル ギー 需 給 計 画 策 定 の

具 体 的 な ケ ー ス ・ス タ デ ィは,調 査 結 果 の利

用 条 件 や 政 治 的 要 因 な どに よ り多 種 多 様 とな

る が,こ こ で は紙 数 の関 係 か ら一 例 に とど め

ざ るを得 な か った こ とを ご容 赦 い た だ き た

い 。 な お,こ れ につ い て の詳 細 は,「 ロー カ

ル ・エ ネ ル ギ ー ・シ ス テ ム の ケー ス ・ス タ デ

ィー 国 分 市 をモ デ ル と した ロー カ ル ・エ ネ

ル ギ ー ・シ ス テム の 調 査 研 究報 告 書 」

(昭 和55年3月,(財)エ ネ ル ギー 総 合 工 学

研 究 所)に 述 べ て あ る。

終 りに,ロ ー カ ル ・エ ネ ル ギ ー ・シス テ ム

委 員 会 の 各 委 員 の ご助 力 を得 た の で,こ こに

感 謝 の 意 を表 します 。

(ま つ む ら ひ ろ ひ さ 鹿 児 島大 学 工 学 部

教 授)
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い わ ゆ る デ ー タ ベ ー ス とIEAエ ネ ル ギ ー 技 術

デ ー タ ベ ー ス

筑波大学島内教授にきく
や
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飢くつ
当研究所では,「 エネル ギー技術 デー タベース体 系化法の開発研究」を,自 主研究の大 きな柱 の

一つ として進 めてお り
,そ の構想 については,既 に本季報第1巻 第1号(1978年10月)お よび同巻

第2号(1979年1月)に 報告 されてい る。「エネルギー技術 デー タベー ス体系化法 開発研究委員会」

では,去 る1月21日 開催の委 員会 に,情 報工学 に造詣の深い筑波大学 の島内武彦(し まの うち た

けひ ご)教 授 をお招 きして,デ ー タベー スについての基礎的なお話 しとともに本研 究についての ご

意見 を伺 った。以下は,当 日の議 事の録音 テープ をもとにまとめた ものである。

大 きな フ レー ムだけ定め,走 りなが ら考 えるスタイルで,約1年 間研究 を進めてきたが,こ こで

われわれの立 ってい る地点を一度確認 してみた とい う意味で,大 変有意義ではなか ったか と思はれ

る。あ らためて島内先生に厚 くお礼 を申し上げる次第であ る。

記 事 として読 まれ る読 者の便 を考 え,対 談形式に し,当 日の話 の進行順序その ままに従 はず,省

略,前 後倒 置な ど適宜編集 してあること,し たが って文責は全て編集者 にあることをお断 りしてお

く。ただ し,島 内先生及び班 目委員には原稿の段階 でご校閲 をお願 い した。

なお,文 中,S:島 内先生,M:IAEの 委員,IAE:エ ネルギー総合工学研究所を略号 とし

て用いている。(編 集:大 森栄一)

》/0
1.lAEエ ネ ル ギ ー技 術 デ ー タ ベ ー一一ス 発 想

の原 点 と現 在 ま で の作 業経 過

M:本 日はお 忙 しい とこ ろ を お い で い た だ

き ま して大 変 有 難 うご ざ い ます 。 さ っそ

くで すが,IAEで 現 在 計 画 してお り ま

すエ ネル ギー 技 術 デー タ ベー ス(以 下 「I

AEの デ ー タベ ー ス」 と略 す る)に つ い

て先 生 の ご意 見 を伺 い たい と存 じま す。

S:エ ネ ル ギー 技 術 デ ー タ ベー ス の ニー ズ

は ど こか らで た の です か 。

これ まで の デ ー タベ ー ス をみ ます と,

そ の 目指 す方 向 は,次 の2つ に か な りは

っ き り分 れ てい ます。 つ ま り,

(1)目 的 指 向(missionoriented)

(2)学 理 指 向(disciplineoriented)

の2つ で す 。 こ の うち,(1)は 文 字 どお

り,あ る ユー ザ ー の ニー ズ を満 た す こ と

をめ ざ してお り,(2)は 学 問 に役 立 て る

こ と をめ ざ し,ユ ー ザ ー を固 定 せ ず 重 要

な デ ー タ を,片 端 か ら集 め て ゆ く方 式 で

す 。

この場 合 は,そ の どち らに属 し ます か

?.
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M:発 想 の経 緯 か ら ご説 明 した方 が ご理 解

い た だ き易 い と思 い ます の で,そ う し ま

す 。

IAEの 発 足 準 備 時 に,こ の研 究 所 運

営 の柱 とな る自主 研 究 テー マ に何 を採 り

上 げ るか を議 論 し,そ の一 つ と して,「デ

ー タの整 備 」 を と りあ げ る こ とに し ま し

た 。対 象 とす る ユー ザ ー を ど う考 え てい

るか,必 ず し もは っ き り分 らな い の で す

が,エ ネ ル ギー デ ー タ ベー ス の企 画 が あ

ち,こ ち に あ る よ うです 。 しか し,そ れ

ら は そ れ ぞ れ の特 定 の専 門 分 野 につ い て

は詳 しい が,少 しそ れ る と分 らな い点 が

多 い よ うで す 。一 方,学 会 な どで刊 行 す

るハ ン ドブ ック とな る と,完 成 した技 術

の展 示 に な り,何 が,今,問 題 とな って

い るか を,そ こか ら拾 い だ す こ とは 非 常

に 困 難 な の が 現状 だ と思 い ます 。

そ こで,以 上 の よ うな現 状 を補 うた め,

現在問題 となっている開発課題にふれた

データを整備 して,当 所に財政的支援を

されている会員に見返 りとして提供する

ことを考えたわけです。

そこで,一 昨年の秋から研究委員会を

発足させ,勉 強を始めました。53年 度は

研究 を進めるための基本的な構想を議論

しました。しかし,し っかりしたフレー

ムを作 るというところまでは,な かなか

煮つまらないので,大 まかなフレームを

作 り,走 りながら考えるスタイルで進め

ることにしました。まつ,54年 度の始め

に,'材料技術についての分科会を作 り具

体的な検討を始めました。この分科会で

は,第 一次のまとめをこの3月 末に仕上

げるべく,作業のピッチを上げています。

この分科会 と並行 して,昨 年9月 には機

械技術分科会を発足させましたが,こ ち

らは,今 年の7月 末に第1次 のまとめを

エネルギー技術データベース

体 系 化 法 委 員 会

ー

ー
L

ー

ト
ー
I
L

ー

マイクロ

フイルム化

図1デ ー タベ ー ス の作 成 方 法
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分科会作業

アルバ イター作業

インデ ックス利用の流れ

エネルギーデータハンドブヅク
の発 行

エネルギー技術データベース

の 見 本
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行 うことを目標に進めてい ます。さらに,

近 く石炭技術に関する分科会が発足する

予定になっています。

lAEエ ネ ル ギ ー 技 術 デ ー タベ ー スの 構

以 上 が,作 業 の進 行 経 過 の概 略 です 。

先 程 申 しあ げ ま した よ うに,走 りな が ら

考 え る とい うこ と で,こ れ か ら後 で も修

正 が あ るか と思 い ます が,現 在 考 え てい

る 「デ ー タ ベー ス の利 用 の さ れ方 」 とデ

ー タ ベー ス作 成 の進 め方 と につ い て ,ご

説 明 した い と思 い ます 。

図 ユは デ ー タ ベー ス作 成 プ ロ セ ス を図

示 した もの で す 。 図 中 で(1),(1),

(皿)と 示 して い る よ うに,デ ー タ の 収

集,整 理 は 三 つ の大 きな 流 れ に 分 か れ て

行 は れ ます 。

(1)は 先 程 話 に で ま した 分 科 会 を作

っ て行 う も ので す 。 い わ ば 工 学 部 の 学 科

別 の 方式 に 準 じて 分 科 した 各 専 門 分野 を

担 当 す る分 科会 は,そ れ ぞ れ そ の 分野 の

専 門 の 方 々数 人 で 構成 され ます 。 そ の 委

員 の 方 々が 集 め た デ ー タ を,分 科会 で検

討 して取 捨 選 択 を し,イ ンデ ック ス付 け

を し ます 。そ して,採 りあ げ た デ ー タの う

ち か ら重 要 度 の 高 い と判 断 さ れ るデ ー タ

を選 ん で ハ ン ドブ ック化 す る と と もに,

ハ ン ドブ ッ ク化 した デ ー タ も含 め,採 択

した デ ー タの全 て を マ イ ク ロ フ ィル ム化

して,フ ィル ム ラ イブ ラ リー に 収蔵 し ま

す 。

次 に,特 定 の分 野 に つ い て,専 門的 に

デー タ収 集 を行 って い るグ ルー プ な い し

機 関 が あ れ ば,そ れ を有 効 に利 用 さ せ て

い た だ こ う とい う こ とで,そ の 分野 に つ

い て外 注形 式 で デ ー タの 収集,整 理,評

価 をお願 い し よ う とい うの が(ll)で す 。

さ らに,IAE内 の他 の研 究 プ ロ ジ ェ

ク ト実 施 の過 程 で 収 集 した もの も,整 理

して フ ィル ム ラ イブ ラ リー に 収 蔵 し よ

う,と い うの が(皿)の 流 れ で す 。

図2デ ー タベー ス利 用 フ ロー チ ャー ト

で は,こ う して作 られ た デ ー タベー ス

を ユー ザ ー が 利 用 す る場 合,ど の よ うな

プ ロセ ス を経 るか?の イメー ジを描 い た

もの が,図2で す 。 あ るデー タを ユー ザ

ー が ほ しい と し ます 。 まず エ ネ ル ギー デ

ー タハ ン ドブ ック に あ た り ます 。 も しそ

こ で みつ か れ ば 目的 は達 し ます 。 か りに

見 つ か らな か った場 合 に は,イ ン デ ック

ス を調 べ,「 デ ー タ シー ト検 索 シス テ ム」

に イン デ ック ス を入 力 し,デ ー タ シー ト

ナ ンバ ー を出 力 します 。 そ の シー トナ ン

バ ー に よ り 「マ イ ク ロ フ ィル ム ラ イブ ラ

リー 」か らそ の 目的 の シー トを と りだ し,

そ の コ ピー を入 手 す る こ と に よ り目的 が

達 成 され る こ と にな ります 。

とい う訳 で,先 生 が 先 程 い わ れ た2つ

の 分 類 で は,明 らか に 目的 指 向 型 に 属 し

ます 。 しか し,現 在作 業 を進 め てい る分

科 会 で の状 況 をな が め て み ます と,目 的
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に 合 う もの は何 で も集 め て み よ う とい う

傾 向 が あ ります ので,や や もす る と学 理

指 向 型 に 曲 りか ね な い 点 が あ ります 。 そ

こ を整 理 して方 向 が 曲 らな い よ う注 意 す

る必 要 が あ る と は思 ってい ます 。

S:い ま伺 った話 です と,目 的 指 向型 に属

す る こ とに な り ます が,そ の 目的 が 色 々

あ る とい う訳 で,目 的 指 向 と学 理 指 向 の

中間 的 な位 置 に あ る よ うに思 は れ ます 。

IAEデ ー タベ ー ス の使 い方 の見 本 が

あ る と作 業 が 進 め 易 い の で は な い で し ょ

うか 。

M:大 きな 狙 い の一 つ と し て,こ の デー タ

ベー スがIAEで 行 う受 託 研 究 に使 えれ

ば よ い と考 え て い ます 。IAEの よ うな,

シ ン ク タン ク と呼 ば れ る研 究 所 で の研 究

で は,デ ー タ収 集 の た め に,全 作 業 量 の

半 分 ぐ らい を費 す の が通 例 の よ うで す 。

した が っ て,デ ー タベ ー ス が う ま く利 用

で きれ ば,作 業 を 非 常 に 効 率 的 に 一進め る

こ とが で き ます 。

S:ど う して図 デー タ を集 め る とい う考 え

が で て きた の です か 。

M'IAEの 仕 事 に は,図 を集 め て眺 め,

定 性 的 な方 向 づ け をす る,と い った よ う

な性 質 の もの が 多 い 。 した が って,そ ん

な時 に使 え そ うな 図 を集 め て お くこ とは

有 用 で は な い か,と い うの が 発想 の も と

で す 。 図 や 表 の描 き方 も一種 の ノ ウハ ウ

だ と思 い ます 。

言 い か え ます と,IAEの 仕 事 で は,

学 問 的 正 確 さ よ り も,む しろ大 所 高 所 か

ら み て,「 こ うい うこ と に な る ら しい」

とい う こ との判 断 を要 求 さ れ る場 合 が 多

い とい う こ とで す 。 つ ま り,IAEの 仕

事 の大 き な部 分 は,学 問的 に は デー タ と

い え な い よ うな もの も含 め て,あ る 目的

に 沿 って ま とめ て行 く こ とで あ り,あ る

意 味 で は,デ ー タ と して の 図 表 を収 集 し

て,加 工 し,新 た な 図 表 を作 る こ とだ と

もい え ます 。

S:と こ ろ で,収 集 デー タ の ソー ス は?

M:材 料 技 術 分 科 会 を例 に と り ます と,一

つ は委 員 に お願 い して い る方 々 が,材 料

の専 門 家 の立 場 か ら,学 会 誌 そ の他 の雑

誌,単 行 書,レ ポ ー トな どに掲 載 さ れ て

い る もの の 中 か らpickupし て くる も

の で す 。 も う一 つ は,例 え ば 年 代 的 に ど

う変 って きた か とい った よ うな もの を,

委 員 が 自 ら既 存 のデ ー タ か ら図 表 化 す る

こ とで す 。 この よ うに して集 め た デー タ

につ い て討 論 し,整 理 し,必 要 な もの は

レビ ュー して最 新 版 をハ ン ドブ ック化 し

よ う と して い ます 。

デ ー タ ソー ス は,デ ー タ を利 用 す る と

き の制 約 との か ね 合 い で,公 開 文 献 で あ

る こ と を原 則 と してい ます 。 サ ン シ ャイ

ン計 画 な ど役 所 の レポー トの中 には,か

な り面 白い デー タが あ る よ うで す が,残

念 なが ら公 開 の点 で制 約 が あ ります 。

S:い わ ば,「 エ ネ ル ギー 技 術 図 説 集 」 と

い った こ の企 画 は,面 白い と思 い ます ね 。

3.エ ネ ル ギ ー デ ー タ とCODATA

S:私 はCODATA1)の 日本 の 世 話 役 を し

て お り,1978年 イ タ リー で 開催 したCO

DATAの 会 議 に 出席 し ま した 。 この 会

議 で は,議 題 の うち に,エ ネ ル ギー に 関

す るデー タニー ズ を主 題 とす る ものが あ

り ま した 。2)そ こで議 論 さ れ た問 題 は,
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① 使 え るデ ー タが まち まち で あ る。 よ

く整 理 され て い な い 。② 学理 指 向 の デ

ー タ を 目的 指 向 に ど う使 うか
,ど う役 立

て るか,と い う こ とで した 。 その 他,C

RC3)で エ ネル ギー デー タ のハ ン ドブ ッ

ク を刊 行 す る計 画 が あ る とい う話 もき き

ま した 。

今 秋,CODATAの 会 議 が 日本 で 開催

さ れ る こ とに な って お り,'78年 の と きの

参 加 メ ン バ ー が来 日 し ます か ら,う ま く

利 用 した らい か が で す か 。

M:CODATAの 狙 い は どん な と こ ろ にあ

る ので す か 。

1)CODATA:CommitteeonDatafor

ScienceandTechnology.1966年 に 国際 学 術

連 合 会 議(ICSU)に よ って,そ の構 成 メ ンバ

ー で あ る各 専 門 分 野 の 国際 学 術 連 合(IUPAP,

IUPAC等)に 共 通 す る課 題 を と り扱 う特 別委

員会 として 設 立 され た。CODATAの 活 動 目的

は,定 款 に次 の よ うに記 さ れ てい る。 「CODA

TAは 学際 的 基 盤 に 立 ち,科 学 界 の 利 益 の た め

に活 動 し,科 学 及 び技 術 に 重要 な デー タ の質 と

信 頼 性 と利 用 しやす さの 向上 を求 め る。 この デ
ー タは 物 質 の性 質 や挙 動 に 関 す る定量 的情 報 の

みな らず,他 の 実験 観 測 デー タを も包含 す る。」

CODATA設 立 の背 景 に は,近 年 の 数 値 デ

ー タ量 の増 大 ,科 学技 術 分 野 の 拡 大 に よ り,1

機 関,1国 家 の 事業 と して デー タ評価,集 成 活

動 を行 うこ とは 不 可 能 で,国 際 的 視 野 に立 って

の協 力,推 進 を行 うべ き だ とい う認識 が高 ま っ

た こ とが あ る。

現在,日 本 を含 め16力 国,11分 野 の国際 学術

連 合 が参 加 して,信 頼 性 の あ る評 価 され た数 値

デ ー タの集 成 流 通 を世 界 的規 模 で育 成 振興 して

い る。な お,日 本 か らは,筑 波 大 学 島内 武彦 教

授 が 役 員 とな ってい る。(科 学技 術 情 報 ハ ン ド

ブ ック,'77年 版(JICST編:発 行,昭52.

10月)

2)(a)"DataNeedsforEnergy"CODATA

BulletinNo,31(May,1979)

(b)Proc.oftheSixthInternational

CODATAConference(1979)

3)CRC:CRCPress.Inc.自 然 科 学 分野 の学

術 出版 に か けて 著 名 な米 国 の 出版 社,こ の文 中

に で て くる 「HandbookofChemistryand

Physics」 は,現 在59版 を重 ね て い る。

S:先 程 申 し上 げ た指 向 の分 類 か らい え ば

どち らか とい え ば 学理 指 向型 で す 。仕 事

の重 点 は 「デ ー タの評 価 」 に あ り,信 頼

で き るデー タ集 の作 成 を推 進 す る こ とが

目的 で す 。

しか し,IAEの デ ー タベ ー ス の 場 合,

デー タが な け れば 全 てが 始 まら な い の で

す か ら,収 集 が 先 で,デ ー タ を集 め て か

ら評 価 を す れ ば よ ろ しい 。 た だ,そ の さ

い未 評 価 で あ る こ とを は っき り させ て お

く こ とが大 切 で す 。

M:CODATAの 構 想 では,コ ン ピ ュー タ

利 用 が 前 提 とな って い るの で す か 。

S:必 ず し もそ う とは い え ませ ん 。COD

ATAの で き る き っか け は,熱 力 学 に関

す る信 頼 し うるデ ー タ集 の作 成 で,時 期

と して は,第 二 次 大 戦 中 に さか の ぼ り ま

す 。 当時,米 国 は 日本 軍 に 南方 を抑 え ら

れ て天 然 ゴ ム が入 手 不 可能 に な り合成 ゴ

ム を作 る こ と にな った 。 そ の と き,使 用

した デ ー タで は ど う して も う ま く作 れ な

い の で,使 用 した デ ー タ を検 討 した と こ

ろ,熱 力 学 デ ー タ に間 違 い の あ る こ と を

発 見 して,こ れ を正 す こ とに よ り合成 ゴ

ム の製 造 に成 功 した,と い う こ とが あ り

ま した 。 この他 に ボ ロン 関 係 の 工 場 を作

る とき に も同様 な こ とが あ った とい う こ

とか ら,デ ー タの 正 確 性 の 必 要 が 認 識 さ

れ た の が,そ もそ もの 始 ま りとい わ れ て

い ます 。 学 術 的 な デ ー タの 集 成,評 価 と

い った 仕 事 は,国 際 協 力 が な け れ ば で き

ませ ん 。 そ れ で,戦 後 に こ の よ うな仕 事

を国 際 協 力 で行 う推 進 役 と してCODA

TAが 設 立 され た の で す 。 した が って,

コ ン ピ ュー タが利 用 され る よ う にな った
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の は 最 近 の こ とで す か ら,コ ン ヒ。ユー タ

使 用 が 前 提 に な っ てい るわ け で は あ り ま

せ ん 。

M:IAEで 計 画 し てい るデ ー タベ ー スの

よ うな例 が,他 に もあ るで し ょうか?

S:イ タ リー の会 議 で は,ま ず こん な ハ ン

ドブ ック を作 って は ど うか とい う提 案 が

あ り ま した が,実 際 に作 業 を して い る と

は きい てい ませ ん 。 先 程 申 し上 げ たCR

Cで 計 画 して い るハ ン ドブ ックが あ り ま

す が,多 分,同 社 の 「物 理 化 学 ハ ン ドブ

ック」4)に 似 た 形 式 の もの に な るの で は

な い で し ょうか 。

M:そ の よ うな ハ ン ドブ ックの 場 合,公 刊

の 責 任 上 か ら も学 問 的 に定 着 した デ ー タ

を収 め る こ とに な り ま し ょう。 一 方,I

AEの 場 合 に は,技 術 開 発 の課 題 に 関 連

した 未 完成 な ス テー ジの デ ー タに主 な狙

い をつ け てい ます 。 それ 故,前 者 で は後

者 で取 り挙 げ よ う と して い るデ ー タは入

りに くい わ け で,こ の 点 がIAEの デ ー

タベ ー スの 大 きな 特 色 だ と 考 え てい ま

す 。

IAEの デ ー タベ ー スに つ い て ご意 見

を伺 って まい り ま した が,本 日先 生 に ご

足 労 をお願 い した も う一 つ の趣 旨の 「デ

ー タベ ー ス」 の基 本 的 な こ とに つ い ての

お 話 をお きか せ願 え ませ ん か 。

4.デ ー タ と デ ー タ ベ ー ス

S:お 招 きい た だ い た趣 旨や 皆 様 の バ ック

グ ラ ン ドを充 分 の み こん でい な い ま ま参

りま した の で,準 備 不 足 の 点 が あ ります

(注)4)
"HandbookofChemistryand

Physics"(CRCPress,Inc.)

が,今 まで の お話 と関 連 して,ご,三 気

付 い た 点 を申 し上 げ ま し ょ う。

1)「 データ」 とい う言葉

S=ま ず,最 初 に い って お き た い こ とは,

「デー タベー ス」 とい う 言 葉 の こ とで

す 。私 は 学術 情 報 に関 す る文 部 省 の特 定

研 究 の仕 事 に か か わ ってお り ます が,一

な お,い い忘 れ ま した が,私 は元 来 は ケ

ミス ト で す 一 用 語 関 係 で あ た って み る

と,「 デー タ」 とい う言 葉 は色 々 に使 は

れ て い ます 。 そ れ は 三 つ に 大 別 さ れ ま

す 。(表1参 照)

そ の第1は,通 信 工 学 で用 い る 「デー

タ」 で,こ こで は 「回路 を とお す 全 て の

「シグ ナ ル」 を デー タ と呼 ん で い ます 。

電 々公 社 が 目下 全 国的 に は りめ ぐ らそ う

と して い る 「新 デ ー タネ ッ ト」 とい う と

き の デ ー タが そ れ に あ た り ます 。

そ の第2は,情 報 工 学 な い し情 報 科 学

の分 野 で使 う場 合 で す 。 こ の場 合 の デー

タ とい う言 葉 は,そ もそ もは コ ン ピ ュー

タ使 用 に 由来 す る もの で す 。昔 は,プ ロ

グ ラム カ ー ドとデー タカー ドとが あ り,

例 え ば三 次方 程 式 を解 く とい う とき,解

き方 が プ ログ ラム に あ た り,こ れ に係 数

を与 え て解 くわ け で す が,こ の係 数 を デ

ー タ と呼 び ま した
。最 近 は,カ ー ドとい

わ な くな り,フ ァ イル とい う言 葉 にな っ

て い ます 。 「デー タベー ス」 とい う言 葉

が で て き た の は,こ こな の です 。

個 々 の デー タを い ちい ち コ ン ピ ュー タ

に入 れ るの は大 変 な の で,個 々の デ ー タ

の集 積 した もの を も ってい て,問 題 に 応

じて活 用 す る考 え で,「 デー タ ベー ス」

とい う言 葉 が で き て き ま した。 実 際 に は
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表1."デ ー タ"と い う言 葉 の使 い 方

使用する分野

1)通 信 工 学

2)情 報 工 学

(情報科学)

◎姶

3)物 質 科 学

そ の 意 味

回路 を とおすすべてのシグナル

コ ン ピ ュー タに入 力 され る デー

タ

物 性 デ ー タ,事 象 デ ー タ

例

電 々公 社 の 「新 デ ー タ」 ネ ッ トワー ク

プ ログ ラ ム カー ドとデー タ カー ド

デ ー タフ ァイル,デ ー タベー ス

文献情報

一次情報(ジ ャー ナルなど)

二次情報(例 えば 「ケ ミカルアブ ス トラ

クツ」)

に対立する

デー タ情報

一次情報(ジ ャー ナルな ど)

二次情報(例 えば 「ラン ドル トベルンシ

ュタイン」 とか

「1.C.T」)

辱

捌o

それ は コ ン ピ ュー タの 中 に入 れ て あ るデ

ー タ群 だ とい え ます 。

そ の第3は,物 質科 学(materialscien-

ce)の 分野 で使 う場 合 で す 。 こ こで は,

「文 献 情 報 とデー タ情 報 」 とい う風 に物

性 デー タ,事 象 デー タ を意 味 して使 は れ

ます 。

文 献情 報 は ジ ャー ナ ル に掲 載 さ れ る論

文(一 次情 報)と ケ ミカ ル ア ブ ス トラ ク

ツ に 記載 さ れ る よ うな抄 録(二 次 情 報)と

に 分 れ ます が,こ れ と対 立 した 意 味 で デ

ー タ情 報 が あ ります 。 例 えば,あ る物 質

の 沸 点 とか,融 点 とい った もの で す 。 こ

の 場 合 に も,一 次 情 報 と しては ジ ャー ナ

ル な どに 発 表 さ れ る 論文 の 形 を と りま

す 。 この よ うな 原 論 文 に あ るデ ー タ を集

め,評 価 し,レ ビ ュー した もの は,二 次

情 報 と呼 び ます が,例 えば,「 ラ ン ドル

ト ・ベ ル ン シ ュタ イ ン5)」 とか 「1.C.

T」6)と い った数 値 表 集 とな って 出版 さ

れ て い ます 。

こ の場 合 の 「デ ー タ」 とい うの は,個

々 の物 質 の も って い る性 質 に つ い て の デ

ー タで ,主 と して い わ ゆ る数 値 デ ー タ で

す が,ス ペ ク トル の よ うな 図 形 もあ りま

す 。 この よ うに 主 と して 数 値 的 に表 は さ

れ た デ ー タ を文 献 情 報 に対 立 した もの と

して とら え てい ます 。(CODATAの

DATAは こ の第 三 の意 味 で す 。)

以 上 の よ うな使 い方 が あ り ます の で,

IAEで デー タ とい う場 合 に そ の どれ を

用 い て い るの か をは っき りさ せ て お くこ

(注)5)

)6

Landoltu.B6rnstein:韓Physikali-

sche-ChemischeTabellen."

曾聖InternationalCriticalTables
."
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とが 重 要 で す 。 この 場 合(IAEデ ー タ

ベ ー ス)に は,デ ー タ を図 形 と して集 め

て あ る とい うこ とです が,あ る意 味 で色

々に 使 え るの で す か ら,デ ー タベ ー ス と

呼 ん で もい い で し ょ う。 た だ,デ ー タベ

ー ス とい う言 葉 は 表1の 第 二 の 情 報 工 学

で い うコ ン ピ ュー タ リー ダブ ル の 形 の も

の か ら出 て い る こ とを知 って い る必 要 が

あ ります 。

2)デ ータベースの整理法(索 引づけ)

S:次 に,デ ー タベ ー ス を ど う整 理 す るか,

とい う こ とに ふ れ ま し ょ う。 これ に は 大

凡 そ次 の 三 つ の 考 え方 が あ ります 。

(1)階 層 方 式(hierarchical方 式)

(2)ネ ッ トワー ク方 式(network方 式)

(3)関 係 方 式(relationa1方 式)

(1)は,図 に示

す よ うに分 類 に上

下 関 係 の概 念 を導

入 す る方 式 です 。

この 場 合,デ ー タ収 集 が進 ん で き ます と,

ど う して も上,下 関 係 が 人 工 的 な もの で

す か ら,徹 底 的 に作 り直 さな くて は な ら

な くな る。 つ ま り,方 式 自身 が デ ー タ と

独 立 で は な い とい う欠 点 が あ ります 。

次 に,(2)は(1)の 場 合 の よ うに 上 下 の

関 係 でな くデ ー タ

相 互 間 の関 係 を図

の よ うに ネ ッ トワ

ー ク式 に作 ってお

く方 式 で す 。

(1)の 典 型 的 な もの は十 進 分 類 法 で す 。

これ は 論 文 を内容 で 分 類 して ゆ くの に 用

い られ て い ます が,図 書 の 分 類 とい った

実際 的 な 要 求 か らで て きた もの で す 。 こ
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の 分類 方 式 か ら キー ワ7ド 方 式 が で て き

ま した が,こ れ は 次 の関 係 方 式 と関 係 が

あ ります 。

最 後 に(3)の 関 係方 式 で す が,例 を挙

げ て 説 明 し ま し ょう。 学生 が先 生 の講 義

を き くケ ー ス で,学 生Aノ,A",… …,

先 生Bノ,B",・ ・… ・,講 義Cノ,C",…

… が あ る と し,学 生Aノ は先 生B"の 講 義

Cノ を き く,Aク はBノ のC"を き く,… …

とい った 関係 が あ る と し ます 。 こ の場 合

に どの 学 生 が,誰 先 生 の どの講 義 をき い

て い るか?と い う とき に は,AとBな い

しAとCと い った 間 の 関係 表 を別 に作 っ

て お け ば,直 ち に答 が だ せ る。 こ の よ う

に デ ー タ と独 立 な方 式 で デ ー タ問 の関 係

をつ け る方 式 は,コ ン ピ ュー タ利 用 に適

して お り ます 。 コン ヒ。ユー タの フ ァ イル

と してAの 表 とBの 表 とCの 表 とAとB

の 関係 表,AとCの 関 係 表,BとCの 関

係 表 をつ く って お け ば よいわ け です 。

IAEの デ ー タベー ス の場 合,あ るグ

ラ フ を作 り,キ ー ワー ドを付 け て集 め て

お く。 そ して,そ の 中 か ら 目的 の デー タ

を と りだ す こ とは,informationretrie-

va1(情 報検 索)で す か ら,方 式 と しては

この(3)の 範 ち ゅ うに属 し ます 。

結 局,キ ー ワー ドの付 け方 が 問題 で す 。

シ ソー ラス を作 ってお く方 法 もあ り ます

が,実 際 に は非 常 にや りに くい 。 デー タ

を集 め るこ と 自体 が 大 変 な仕 事 です か

ら,始 め に基 礎 的 な分 類 の仕 方 の検 討 を

して い る と,そ れ な りに時 間 もかか り ま

す の で,デ ー タを集 め るこ と自体 も嫌 に

な って し まい ます 。 で す か ら,シ ソー ラ

ス を厳 密 に作 る とい うの は問 題 です 。
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む しろ,計 画 と して は最 初 に デー タ を

好 きな よ うに ドン ドン集 め て ゆ くの で よ

い の で は な い か 。何 故 良 い か とい う と,

ケ ミカ ル ア ブ ス トラ ク ツの キー ワー ドを

利 用 した情 報検 索 を東 大 で 開 発 してTO

OL-IRと 呼 ん でい ます が,こ の キー ワ

ー ドが シ ソー ラ スに な って い な い に も拘

らず,そ れ で充 分 うま くい ってい ます 。

IAEの デー タ ベー ス が,コ ン ピ ュー

タ で処 理 す る に適 した規 模 で あ るか ど う

か,一 ・寸 心 配 で す が,そ れ が将 来 非 常 に

大 き くな る とい うこ とな ら,そ れ で よ ろ

しい と思 い ます 。 コン ピ ュー タ処 理 す る

場 合 に は,① デ ー タに通 し番 号 を付 け

る こ と,及 び ② キー ワー ドが い ろ い ろ

並 ぶ で し ょ うか ら,そ れ のinvertedfile

を作 る必 要 が あ ります 。 、invertedfile

とい うの は,い って み れ ば 和 英 と英 和 の

辞 書 み たい な もの です 。 例 え ば,下 記 の

よ うに 同 じ意、味 の こ とが,い ろい ろな 言

葉 で キー ワー ドと して入 って い る こ とが

あ りえ ます 。

boilingPoint

b.P.

沸 点

しか し,検 索 す る場 合 には,以 上 の言 葉

の ど れか が入 っ てい る もの が欲 しい と命

令 す れ ば,オ チ な くで て くる よ うに す る

こ とが で き ます 。

3)プ ログラム

S:そ れ で は,こ の よ うな デ ー タベ ー ス を

コ ン ヒ.ユー タ処 理 で利 用 す るた め の プ ロ

グ ラ ム を ど うす るか とい う問題 が 次 に あ

ります 。

日本 では,過 去 には こ の た め に 自分 で

プ ロ グ ラ ム を作 らね ば な らな か っ た。 前

述 のTOOL-IRで は コ ン ヒ.ユー タ言 語

と して はPL1を 使 って い ます 。

しか し,最 近 の コ ン ピ ュー タ に は,汎

用 の プ ログ ラム を組 み こ ん だ もの が あ り

ます 。汎 用 のDBMS(DataBaseMa-

nagementSystem)と 呼 ば れ る もの が

そ れ で す 。 これ を利 用 す れ ば,デ ー タに

キー ワー ドをつ け て イ ン プ ッ トす れ ば,

イ ンデ ック スが 自動 的 に作 ら れ,そ れ を

用 い て検 索 す れば 目的 の ア ウ トプ ッ トが

え ら れ る よ うにな ってい ます 。 「沸 点 が

何 度 か ら何 度 まで の範 囲 に あ る もの」 な

ど とい う数 価 的 な検 索 も可 能 で す 。

M:デ ー タベ ー ス の シス テ ム の実 例 で,み

せ て 貰 え る もの は あ りませ ん か 。

S:ケ ミカ ル ア ブ ス トラ クツ の検 索 シ ス テ

ム を 実 際 に 利 用 して みた ら よい で し ょ

う。東 大 で もJICTS(日 本 科 学 技 術 情 報

セ ン ター)で も,そ れ ぞれ の方 式 で可 能

です 。 大 ざ っぱ にい え ば,デ ー タ集 自 身

に あ た る1inearfileと イ ン デ ック ス に

あ た るinvertedfileと イン デ ック ス を

用 い て 目的 の デ ー タに到 達 す る検 索 シス

テ ム との3者 の 関 係 を知 れ ば,わ か り易

い か と思 い ます7)。

M:先 生 の お 話 は,私 共 が これ まで 考 え て

きた こ とを整 理 して,今 後 の方 針 を ま と

め るの に とて も役 立 つ と思 い ます 。 こ れ

か ら先,工AEの 構 想 も多 少 変 化 してい

く と思 い ます が,そ の うち,ま た も う一・

度 ご 相 談 に の って い た だ けれ ば 幸 い で

す 。 ど う も有 難 うご ざ い ま した 。(編集:

お お も り え い い ち 調 査 部 長)

(注)7)山 崎 艇:情 報 システムのための大規模デ
ー タベースの使 い方(近 代科学社1979)参 照。
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材 料 デー タベ ー スの 考 え方

エネルギー技術デー タベース材料技術分科会報告

岩 田 修 一

1.は じ め に

これ か らは デー タ ベー ス 時 代 で あ る とい

う。 以 前 に は,情 報会 社 会 とい う言 葉 が もて

は や され て い た 。デ ー タベ ー ス とい う用 語 は,

1960年 代 の前 半 か ら使 わ れ て い た との こ とだ

が,筆 者 が最 初 に そ れ を耳 に した の は,1970

年 の こ とで あ る。 そ の頃 は,昨 今 の よ うに デ

ー タベー ス(database)と は つ づ らず に,デ

ー タ ・べ一 ス(databaseあ るい はdata-

base)と,二 つ の単 語 を合成 した もの で あ っ

た 。 噛

言 葉 が定 着 す る背 景 に は,そ れ を支 え る多

くの利 用者 の体 験 が あ る。 デ ー タベ ー ス もそ

の例 外 で は な く,銀 行 の マ ネー カー ドや 国 鉄

の み ど りの 窓 口に よ って 日常 化 し,文 献 情 報

デ ー タベー ス は研 究活 動 に不 可 欠 の もの とな

って い る。 この 背景 に は,電 算 機,磁 気 デ ィ

ス ク,TSS端 末 等 の高 性 能 化,普 及 と と も

に,文 献 情 報 デー タベー ス が単 に研 究結 果 の

集 積 と して で は な く,市 場 性 を も った商 品 と

な って きた こ とが 大 きな 役 割 をは た し てい

る。

しか し,現 用 の文 献 を中心 に した科 学 技術

情 報 の大 部 分 は,国 外 で作 成 され た デ ー タベ

ー ス を 磁 気 テー プ に コ ピー した もの を輸 入

し,こ れ を加 工 して利 用 して い る もの で,国

内で独自に開発 し,そ れを商業べ一スに乗せ

て輸出しているような例はきわめて少ない。

このような国外,と くに米国との情報提供サ

ービスにおける著 しい較差は,ネ ットワーク

研究,デ ータベース管理技術における技術的

較差によるものの外に,米 国でのデータベー

ス作成に対する政府の長期にわたる支援や,

関係者の努力,イ ンフラス トラクチャとして

の端末の普及,情 報産業の充実等によるもの

で,我 が国でも早急な基盤の整備 拡充を行う

ことが必要である。

国内における1970年代は,文 献情報データ

ベースの普及の時期であった。核データのよ

うな均一なデー タ構造 の設定 が可能なもの

は,比 較的早い時期に数値デー タベースとし

て普及 した。しかし,多 種多様な情報からな

る一般の数値データについては,研 究段階に

止 まったものが多い。材料情報の場合,国際的

にも同様の状況にあり,CODATA等 で発表

されているような研究用データベースはある

が,デ ー タベースの商品化はまだ実現 してい

ない。このような時期に,エ ネルギー総合工

学研究所においてエネルギー技術データベー

スの開発が企画されたことは,時 宜をえたも

のであり,今 後の進展が注目されている。材

料技術分科会は,そ れぞれ独立に対象とする
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材料のデータベースの研究開発 を行 ってきた

研究者の集 りであるが,デ ータ交換のための

共通の場として,共 用できる情報を提供 し,

入手可能な情報を集積 し,それらを整理 して,

今後の総合的な材料データベースの核 とする

ことを目標にして,約1年 間の活動を行って

きた。ここでは材料技術分科会の活動の概要

とともに,今 後の材料データベース開発のた

めの基本方針を明らかに したい。

2.材 料 デ ー タベ ー ス が あ った ら

デー タベー ス の 開発 は,時 間 と費 用 と人 手

ば か りか か って現 実 の材 料 の研 究 に直 接 に結

び つ くもの で は な か った た め,一 般 の材 料 の

研 究 者 には あ ま り触 手 の 伸 び な い テー マ で あ

った 。 誰 もが デ ー タベ ー スが あ った ら よい と

は考 え る し,役 に立 つ のな らば 利 用 したい と

は思 う。 しか し,デ ー タ ベー ス を 自分 で開 発

しよ うと は しな い 。

油 が断 た れ る の を油 断 とい い,情 報 が断 た
り り 　 　

れるのを情断 とい う。情断 となっては冗談で

はすまな くなるというのが高名な1教 授の警

句である。一方,社 会の動きは,必 然的に,

遅れを伴うものであ り,新 たに起こり得る困

難な事態を事前に予測 し,全 社会的な対応策

を実行に移すことは不可能であるとい うのが

Z教 授の数学的結論である。

繰 り返 して述べるが,デ ータベースの開発

には膨大な時間と費用と人手がかかる。実用

的なデータベースの開発には,多 数の関係す

る研究者の結集が不可欠である。現時点での

データベース開発への動きは,上 述の数学的
　 り

結 論 を裏 づ け る もの とい って よ く,情 断 を何

らか の 形 で経 験 しな い と大 き な状 勢 の好 転 は

望 め そ うに な い 。 ソ フ トウ ェ アや デ ー タベ ー

ス の集 積 は,情 報 の 持 つ公 共 性 を考 え る とき,

従 来 の技 術 導 入 ・改 良 型 の戦 略 では 太 刀打 で

き そ うに ない 。

総 合的 な デ ー タベ ー ス の 開発 に は,種 々 の

方策 が考 え られ るが,少 くと も一 般 の 研 究者

も 自由 に 参 加 で き る よ うな体 制 と,そ れ をサ

ポ ー トす る ソ フ トウ ェ ア技 術 の 整備 とが 必 要

とな る。 具 体 的 には,

(1)材 料 の研 究者 が,自 分 の デ ー タ を,つ

き 合 い可 能 な 時間 と労 力 で全 体 の デ ー タ

ベ ー ス に入 れ て も らえ る こ と

(2)多 数 の材 料 研 究者 に よ って入 力 され た

デ ー タの 中 か ら必 要 な 情 報 を,つ き合 い

可 能 な 時 間 と労 力 と経 費 で,所 望 の形 式

で 引 き 出 せ る こ と

で あ る。 こ の よ うな条 件 が整 備 さ れ,蓄 積 さ

れ た デ ー タが 質,量 と もに あ る臨 界 量 を越 え

て,デ ー タの収 集,加 工,蓄 積,利 用 の作 業

が 効 果 的 に 進 む よ うに な れ ば,各 研 究 者 は,

(1)何 冊 もの デ ー タ集 や 論 文 を見 な くて も

す む 。

(2)複 数 の 図書 館 に行 かな くて も必 要 な情

報 を入 手 で き る 。

(3)電 算 機 利 用 の デー タベー ス シス テ ム に

して お け ば,さ らに,都 合 の よい と きに,端

末 か ら必 要 な 情 報 が入 手 で き る。

(4)他 グ ル ー プ の フ ァ イル と共 用 す る こ と

に よ っ て相 互 に情 報 の交 換,比 較 が で き,デ

ー タ ベー ス の拡 大 もで き る 。

(5)端 末 か らの 出 力 を見 て,考 え な が らデ

ー タの編 集 が で き る 。

(6)デ ー タの 追加,更 新 や利 用 者 へ の 告 知

が容 易 で あ る。

(7)個 々 の研 究 者 が,別 々 にデ ー タ整 理 を

す る場 合 に比 べ,端 末 か ら入 力 形 式 を チ ェ ッ
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クすることによって,デ ータによる表現形式

の不ぞろいの統一にも役立つ,と いった利点

が生 じてくる。

しか し,エ ネルギー技術材料データベース

の場合には,比 較的単純なデータ処理と異な

り,機 械,材 料,シ ステム等々,専 門の異なる

多数の研究者を相補的に利用者として相手に

するデータベースシステムとな り,相 互の情

報交換を円滑にするための配慮をして利用者

とデータベースとの両立をはかることが重要

である。このような場合のデータベースシス

テムへの最 も基本的な要請は,デ ータベース

の中から必要なデータだけを探索 し,こ れを

編集 しなお し,利 用 しやすい形式で出力する

ことである。

3。 材料データベースの核生成

本分科会においては,各 委員の個人的 レベ

ルでの調査活動をもとにしたデータの収集整

理から始め,こ れに新規データを補 って,第

1次 のファイルの作成を行 った。更にこれら

のデータが将来有効にエネルギー技術の各分

野における材料選定 や 設計 に利用できるよ

う,利 用分野,要 素技術等のキーワー ドを付

記した。

材料分科会へは,エ ネルギー技術が実用化

されるために必要なその要素技術の進展の目

標値,そ の時点での技術の レベルを示す実現

値,理 論的,物 理的な極限値等を明らかにす

ることが要請されている。このためには,た

だ単に情報の蓄積編集結果を整理 してデータ

集としただけでは不十分で,材 料特性を推算

するための手法の整備をし,そ れらを材料使

用条件に即応 してダイナミックに活用できな

ければならない。そこでは一般的に認められ

ている材料特性値の定性的および定量的な推

算方法をメソッドバンクとして組織化するこ

とが必要であるが,こ のためには電算機利用

によるダイナミックなデータベースの開発が

必要であり(例えば,図1),本 年度の第1次

ファイルだけでは困難iである。したがって,

本年度はある程度条件 を固定 したものになら

ざるをえなかった。

表1は,本 年度の調査結果の概要 を,技 術

分野,エ ネルギー技術,要 素技術,材 料の使

用条件,材 料,関 連するデータシー ト番号に

分けて,整 理を行 ったエネルギー技術 と材料

との連関表の一部である。エネルギー技術デ

ータハン ドブ ック材料技術篇(第1次 版)に

は,収 集した多数のデータの中から,各 要素

技術の候補材料の概略を知るのに都合のよさ

そうな ものを選んで収録した。エネルギー技

術項目は,ウ ラン濃縮から石炭ガス化 ・液化

用耐摩耗性材料にいたるまで,100項 目近い

広汎な範囲にわたっているため,対 応する情

報には,精 粗,デ ータシー トの内容 とも統一

のとれたものにはなっていない。

エネルギー技術データベース開発への試み

の中で,材 料技術分科会が他の分科会に先行

する形で作業を進めた。したがって,材 料選

定,評 価にとって最 も重要な情報である設計

目標,使 用条件が明らかにされないまま,材

料側 としては手探 りの状態でデータ収集をし

たものである。

最初から意図したわけではないが,収 録 し

たデータは,内 容,整 理の仕方等,変 化に富

んでおり,望 ましいデータ整理の形式,内 容

等を検討するための例題 となるものも多い。

これらの点に関しては,他 の応用分野の分科

会からのご指摘をまって,改 良を重ねてゆき

たいと考えている。
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4.む す び

エネルギー技術材料データベースの開発に

着手 してから,1年 がたった。この間,そ の

開発方針の検討の過程を通 してそれぞれ貴重

なデータを収集 し,今 後の材料データベース

進展の核ともなるべきデータ集を作成するこ

とができた。材料技術分科会 としては,今 後

他分野の研究者の方々からの御意見をもとに

して,よ りよい材料データベースの開発への

努力を継続 したいと考えている。

最後に,デ ータベース作成 という泥 くさい

仕事に労をおしまず御協力いただいた材料技

術分科会のメンバーならびに関係者の諸先生

に深い謝意を表 して,ペ ンを置く。

(いわた しゅういち 東京大学工学部総合

試験所講師)

注)こ こに紹介 した分科会報告は,IAE-C

7916ttエ ネルギー技術 デー タハ ン ドブ ック

材料技術編(第1次 版)一"(1980年3月)

として刊行 します。 ご関心 をお持ちの方 の

ご利用,ご 批判 をお待 ち してい ます。

記 述 デ ー タ

(パ タ ー ン)

理

件

件

件

処熱

条

条

条

へ工

境

射

験

分 光
デ ー タ

画 像
デ ー タ

作業仮説の設定

も.

記 述 デ ー タ

(パ タ ー ン)

相 関

データ

図1材 料 情 報 の 構 成
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表1エ ネ ル ギ ー 技 術

技 術,分 野

高

強

度

材

料

機械および

機械部品用

高強度材料

大型構築物用材料

極低温機器材料

エネルギー技術

ウラン濃縮 システム

フ ラ イホ イー ル に よ

るエ ネ ル ギー 貯 蔵 シ

ス テ ム

・石油,天 然ガスの

パ イプ ライン輸送

システム

・極地探掘 システム

等

LNG冷 熱 利用 シス

テム(極 低温送電

等)

超電導 システム

MHD発 電

核融合発電

電 力貯蔵

超電導マグネ ッ ト

に よる磁気浮上列

車等

水素エネルギー シス

テム(水 素 エンジ

ン)

要 素 技 術

・回転胴用高比強度材料

(比強度並 びに比剛1生の大きな材料が必要)

・フライホイール本体材料

(簾 縣 濃 の高速回転す鋤 高)
・大荷重高速 回転用軸受けお よび軸 シール

・ラインパ イプ用高張力鋼

・極地用 として,低 温靱 性を有する高張力鋼 が

要求 され る。

LNG容 器用高強度溶接材料

LNGプ ラ ン ト,タ ン ク材 料

・特に核融合炉では,機 器の構造材に非常 に大

きな電磁力がかか り,高 強度 の極低温構造材

が必要 とされ る。 また,非 磁1生が要求 される。

・液体水素貯蔵用タンク材料

(極低温における強 じん性 に加 えて,水 素ぜい化の起 こりに くい材料 が必要。)

一34一
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材 料 連 関 表(一 部)

使 用 条 件 等

比重小,強 度大,耐UF6性

大量生産に適 した安価な もの

・エ ネル ギー密 度

(驚認>
ew～k・_璽_を 基 準

ρ

・大 口径化,高 張力化,肉 厚化

・安全性 ・信頼性→延性 ,脆 性,疲 労破壊の他

SCC不 安定破壊

断 熱性+強 度(特 に低 温脆化 しない こと)

液化炭酸 ガス,エ チ レン(HT60～80)

液化 プ ロパ ンガ ス,液 化 アンモニァガス

(HT50:Si-Mn鋼 をAe脱 酸細粒化処理)

陸上LNG(5.5%Ni)

LNG,液 体酸素(9%Ni鋼)

1

9
H

OO

(4)

fccま たは軸比～1.6のcph金 属,合 金

Ti合 金では0<O.12%

安全率は極低温での強 さの改善 を考慮 す

る。

疲 れが問題になる場合は α'<20%(18-

8ス テン レス鋼,応 力集 中部)

*上 記 コメン トは,目 安 を示 した もの

で,実 際的には各材料 のそれぞれの

使 用条件下での限界応力拡大係数 か

ら板厚,最 低使 用温度,設 計応力を

決 定する。

材 料 等

料

金

材

料

合

合

材

ム

複

合

鋼

ウ

金

化

複

力

いW
合

灘

靴

ル

ン
繊

維

張
加
タ
蕪

高

高

チ

ガ

炭

鋳 鉄,鋳 鋼,高 力 鋼,マ ル エー ジ ン

グ鋼,Ae合 金,チ タ ン合 金,

(sic他 セ ラ ミ ック ス)

・極 地 用 と してはS<0 .010%の

PFS(低 炭 素 鋼 十Nb,V)

・低Mn鋼,低Ni-Cr鋼:～40。C

lCr_■Mo鋼,1Mn-1Ni-5

⊥Cr鋼:～80。C

2.5

他

・炭 素 鋼(SLA24,33,37)

(MnO.7～1.6,SiO.15～0.55

%)

●2 .25%Ni金 岡

・3.5%Ni鋼

・9%Ni鋼(ASTMA553)

・イ ンバー(65.5Fe-36.5Ni)

・オー ス テ ナ イ トス テ ン レス鋼

・アル ミニ ウム合 金

デ ー タ シー ト
No.

800021

800023

800019

800020

(800025)

800009

800013

800025
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技 術,分 野

耐

熱

材

料

核

的

機

能

材

料

高 温 材 料

(1000。C以 上)

核 燃 料

熱 源

エネルギー技術

高 速 増 殖 炉

軽 水 炉

地 熱 発 電

核 分 裂 炉

RI熱 発 電 器

(RI電 池)

要 素 技 術

炉 心,熱 交 換 器 用耐 熱,耐 食 材 料

温度 は500～600。C,Naに 対 す る耐 食

(性 が要求 され る。

耐熱耐圧材料(圧 力容 器,配 管,蒸 気発生器

など)

(BWRは280。C,70気 圧PWRは340。C,170気圧)

地熱掘削装置用材料

灘 瓢:撚1編 雛な)
地熱 井用耐熱 セメン ト

(耐熱温度 約250。C)

液体金属高速増殖炉用新型燃料

(倍増時間の短縮)

高い信頼度で長期間にわたって電力を供給

一一36一
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使 用 条 件 等

一次冷 却配管材

a)機 械的性質が高温長時間使用に対 して安

定であること

b)緊 急状態(過 渡的高温状態)に 耐 えうる

材 料特 性を有すること

c)ナ トリウム冷 却材 および同 じ系統 に使用

され る他の材料 との適合性が よいこと

d)機 械的 性質について しっか りしたデー タ

が整備 されていること

e)そ の材 料 または相 当鋼種に関 して国外で

も十分な実績 があること

f)560。C,20万hrの 使用に耐 え うること

ユ)大 型材料 として成形,製 造が可能であ るこ

と

2)溶 接継手の性 能が母材 と遜色のない こと

3)使 用時間105hr以 上で良好 であ ること

4)熱 ぜい化が少 な く延性が十分確保 されるこ

と

地熱蒸気および凝縮水の化学組成

H2S,H2,SO4

サ ン シ ャイ ン計 画350。C-500kg/cm2利 用 を

目標

雛 露　 }一 と
両立性が よいこ と

照射損傷 が少 いこと

半減期1～300年

熱出力0.2w/g以 上

材 料 等

9をC・,2去C・(Nb…b)・

9Cr,12Cr鋼,Alloy800,

ASTM300Series

ASTM533B鋼

(0.15C-1.3Mn-0.25Si-O.8Ni

-0 .5Mo,)

(308L鋼 内 張 り)

Inconel600,Incolloy800

SUS,SGP,STPG

SCS,FC等

ボル トラン ドセ メン ト十分散剤

十遅延剤,ビ ー ライ ト十石英等

U,UO2,UC,UN,US,UAe2,

ThO2,Pu,PuO2,

溶 融 塩,他

Co-60,Ac-227,Th-228,

U-232,Pu-238,Cm-244,

MFP,Sr-90,Cs-137,

Pm-147

デ ー タシー ト

No.

800059

800060

800052

800165

800166

800167

800135

800036

～
800044

800045
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技 術,分 野

電

磁

気

材

料

導 電 材 料

半 導 体 材 ・料

エネルギー技術

極低温低抵抗送電

超電導システム

超電導蓄電

超電導発電材

超電導モータ

超電導送電
MHD発 電

核融合

太 陽 光 発 電

熱 電 発 電

熱 電 冷 却

要 素 技 術

電線用高純度金属材料

超 電導材料

高温超電導材料(～20K)

高臨界磁場材料(～400kG)

高臨界電流材料(～107A/cm2)

耐 中性子線照射材料(～1020n/cln2)

耐応力材料(～SOOkg/cm2)

太陽電池用光電変換材料

(安価で良質なシリコン単結晶半導体材料,化合物半導体材料,アモルファス半導体材料)

熱電変換材料

一38一



/

ン

,

使 用 条 件 等

液体窒素(77K)

液体 ネオン(27K)

液体水素(20K)

ガスヘ リウム(10～20K)

高臨界温度(Tc),高 臨界磁場(Hc),高 臨界

電流(Jc),耐 中性子線照射,耐 応力,低 交流

損失

・当面液体He(4K)で 使用可能 ,将 来液体

水素(20K)ま たは液体窒素温度(77K)

で使 用可能

・線材化,マ グネ ッ ト製造技術 の開発

・EFG ,CVD等 の製造方法

・アモル ファスSi

・高純度を必要 としない材料

・劣化の防止

低廉化

性 能 指数Z・=α2σ/kが 大 きい こ と。

(α:ゼ ー ペ ッ ク係 数,σ:電 気 伝 導 度,

k:熱 伝 導 度)

素 子(サ ー モ モ デ ュー ル)の 最 適 化

材 料 等

銅

アル ミニウ ム

高純度
(～99.99%)

Nb,NbTi,Nb3Sn,V3Ga,

Nb3Ge,Nb3A1,Nb3Si,

PbMo6S8な ど

単 結 晶Si

多 結 晶Si

ア モル フ ァスSi(Si:H,Si:H:

F)

GaAs,CdS-CdTe

CuInSe-CdSな ど

低 温 用(500K以 下)

Bi2Te3,Sb2Te3,Bi2Se3

な ど

中 温 用(500～900K)

PbTe,PbSe

高 温 用(900K以 上)

CrSi2,FeSi2,Geo.3Sio.7

GdSe1.4g-Cu1.g7Ago.03Se1.oo45

デ ー タ シー ト
No.

800079

～

800118

800119

～

800151

800156

800157

800158
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研究 所の うごき

(昭 和55年1月1日 ～3月31日)

◇ 新役員の選任と顧問の委嘱

第5回 理事会(後 述)で,任 期満了にと もな う新

役員の選任が行なわれ,下 記の ように役員 を選任 し

た。(任 期:昭 和55年4月1日 ～同57年3月31日)

なお,同 時に,土 光敏夫氏に引きつづき顧問 をお願

いす ることが決定 された。

また,山 本理事長 は研究所所長を,柴 田常務 理事

は事務局長を兼 ねることとされた。

記

顧 問 土光 敏夫 経済団体連合会会長

羅1』 一)
理 事 秋 山 守 東京大学工学部教授

〃 生 田 豊朗 日本 エネル ギー経済研究所

理事長 ・所長

監

〃 正親 見一 電気事業連合会副会長

〃 大島 恵一 東京大学工学部教授

〃 奥村 虎雄 日本鉄鋼連盟副会長兼専務

理事

〃 椹木 義一 システム総合研究所理事長

ク 関根 泰次 東京大学工学部教授

〃 中村 俊夫 日本自動車工業会専務理事

〃 平川 誠一 東京大学工学部教授

ク 堀 一郎 東京電力株式会社副社長

〃 百田 恒夫 日本産業技術振興協会副会

長

〃 森崎 久寿 石油連盟副会長兼専務理事

〃 簗瀬 文雄 日本電機工業会専務理事

事 飯田 孝三 関西電力株式会社専務取締

役

〃 田島 敏弘 日本興業銀行常務取締役

◇ 理事会開催

第5回 理事会

日 時:3月26日(水)12:00～14:00

場 所:経 団連会館9階901号 室

議 題:

(1)昭 和55年 度事業計 画お よび収支予算について

(2)昭 和55年 度運営費借入 について

(3)理 事お よび監事の選任 について

(4)顧 問の委嘱について

(5)評 議 員会 の設置について

(6)そ の他

◇ 企画委員会開催

第7回 企画委員会

日 時:2月5日(火)14:00～16:00

場 所:当 研究所第3会 議室

議 題:(1)昭 和55年 度 のエネルギー関連予算案 の

概要

(2)ブ ラジルにおけ るアル コー ル自動車に

ついて

(3)そ の他

◇ 主なできごと

1月16日(火)「 廃炉技術基準等確立調 査」委 員 会

(第2回),企 画 ・総合 ワーキンググル

ー プ(第4回)合 同委員会開催。

「将来におけるエネルギー立 地 の構

想 と評価 」 ワー キンググループ打合せ

開催

17日(水)「 生体 系におけ る太陽 エネル ギ ー 変

換」委 員会開催

「電気事業が直面す る技術課 題 に関

す る調査 」第4回 委員会開催

18日(木)「 石炭利用に伴 う大気汚染に 関 す る

情報収集調査」委員会((財)日 本 エネ

ルギー経済研究所が環境庁 より委託,

当研究所は これに協力)第1回 委員会

21日(月)「 エネルギー技術 デー タベー ス の 体

系化法開発研究」第2回 委員会開催

22日(火)「 ロー カルエネル ギー システム」第3

回委 員会開催

「海水 ウラン等回収 システム技 術 開

発調 査」委員会開催

25日(金)「 日田・玖珠 モデル定住 圏におけ るロ

ー カルエネル ギーの開発利用促進に関

す る調 査」第1回 委員会開催

31日(木)「 核熱 の産業利用に関す る調査」第5

回委員会開催

2月5日(火)第7回 企画委 員会開催
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2月6日(水)「 高 レベル廃棄物地層処分 に関 す る

リスク解析手法 の調査研究」および「高

レベル廃液固化 ・貯蔵プ ラン トに関す

る安全 性解析の研究」について委託元

の動燃事業 団への報告会 を開催

12日(火)「 電気事業 が直面 する技術課 題 に 関

する調査」第5回 委員会開催

14日(木)「 ロー カルエネル ギー システム」第4

回委員会開催

19日(火)「 石炭利用に伴 う大気汚染に 関 す る

情報収集調査」 第2回 委員会

20日(水)ア ルコール燃料に関 す る研 究 会 開

催

25日(月)「 将来におけるエネルギー価 格 予測

検討」第3回 委員会開催

26日(火)「 廃炉技術基準等確立調 査 」委 員 会

(第3回),企 画 ・総合 ワーキンググル

ープ(第6回)合 同委員会開催

27日(水)「 日田・玖 珠モデル定住圏におけるロ

ー カルエネルギーの開発利用促進 に関

する調査」第2回 委員会開催

29日(金)「 海水 ウラン等 回収 システム技 術 開

発調査」報告会(於 金属鉱業事業団)

3月11日(火)「 将来におけ るエネル ギー立 地 の構

想 と評価」 ワーキンググループ打合せ

開催

17日(月)新 事務所にて業務開始(第23森 ビル

(4F)か ら第33森 ビル(2F)に 移

転)

18日(火)「 原子力プ ラン ト運転信頼性」研究会

開催

24日(月)「 エネル ギー技術デー タベー ス の体

系化法開発研究」第3回 委員会開催

「廃 炉技術基準等確立調査」第4回 委

員会 開催

26日(水)第5回 理事会開催

27日(木)「 生体 系における太陽エネル ギ ー 変

換」委員会開催

◇ そ の 他

外国出張

武田専務理事,秋 山理事,大 江主任研究員等は,

「西 ドイツにおける核熱の産業利用に関す る調 査」の

ため,3月4日 ～3月17日 西 ドイツに出張 した。

その他

石炭に関する調査,研 究に,研 究嘱託 として片 山

優久雄氏が,昭 和55年1～3月 の聞参加 された。

り

D
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事 務 所 移 転 の お 知 らせ

去 る3月 中旬,研 究 所 事 務 所 を下 記 に移 転 しま した 。 新 事務 所 は,旧 事務 所 よ り約100m神 谷

町 に よ っ だ,桜 田 通 りに面 した ビル の2階 です 。 な お,会 議 室 に つ き ま し ては,旧 事務 所 跡(第

23森 ビル4F)を 使 用 す る こ とに して お り ます 。

記

新 所 在 地(⑰105)東 京 都 港 区 虎 ノ門3-8-21第33森 ビル2F

電 話番 号(03)431-8822(代)

〔旧 事 務 所(第1,第2会 議 室)の 電 話 番 号(03)591-・5782〕

日比谷'林鄭 口神谷町駅
一

1*

美遍
瓢石弓

＼_ノ_

ゴ
G

*右 折不可

西久保巴町

繊
口

燗虎

ル靴
口

制

①

第23森 ビル皿 ゴー

門
点

ノ
叉

虎
交

隊

墜
口

]

圏
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ガソリン[]
スタンド愛宕 山

第33森 ビル

(2F)

(注)→ 車両一方通行 路

(D地 下鉄銀座線 虎 ノ門下 車 徒 歩7分

(2)地 下鉄 日比谷 線神谷町 下車 徒歩5分

(3)国 電 山手線新 橋下車 徒歩15分

三菱[コe6金 艮座線

銀行 虎 ノ門駅

口 西松建設 三和口G
銀行
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